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1 たとえば、1910 年 6 月に外務省が日清博覧会の開設場所について提案した際、「蓋シ清國ハ
帝國ト同文同種唇歯輔車ノ関係アリ東洋ノ平和カ清國ノ革新及兩國臣民ノ和親合歓ニ俟ツモ
ノ尠カラサル」と説明している；「日清兩國聯合博覧會ヲ帝國ニ開設スヘキコトヲ政府ニ建議






治期外交資料研究会編『日清講和関係調書集 第 2巻 蹇々録』クレス出版、1994年 5月、
375頁。 
、代わりに「更生新支那」や「東亜新秩序」などの表現がしばしば登場するよう
2 たとえば、22年 5月 12日に陸軍中央は関東軍司令官として赴任する尾野実信大将に対して、
「帝国政府ハ人類相倚相扶ノ義ニ依リ公正ヲ旨トシ同文同種ノ支那国民ト相提携乃シ相扶助
シ以テ日支共存共栄ノ実ヲ舉ラムコトヲ期ス」と訓令した；「関東軍司令官トシテ赴任スヘキ
小野大将ニ對スル訓示要旨」（大正 11年 5月 12日）（外務省記録 1.1.1.3-2-3松本記録）「対
外政策並態度関係雑纂 各大臣」）；尾野大将の苗字について、史料名は「小野」となってい
るが、正確には「尾野」である。 
3 たとえば、32年 8月 25日に内田康哉外務大臣は満州事変後の日中関係について、「私ハ同文
同種ノ日滿支三國ガ各々獨立國トシテ相倚リ相助ケ極東ノ安寧福祉ノ為、延テ世界平和ト人
類文化トノ為勞力邁進スル時期ノ一日モ速ニ到來セムコトヲ翹望シテ已マナイデアリマス」
と説明した；「第六十三回帝國議會ニ於ケル内田外務大臣演説」（昭和 7年 8月 25日）（外務
省記録 A.1.0.0.12「外務大臣（ソノ他）ノ演説及声明集」第一巻）。 
4 「南京陥落に際しての声明」（昭和 12年 12月 14日）（同上、第三巻）。 
























                                                   








努力ヲ為スベキコトヲ誓ヒタリ」を共同に発表した；「近衛・汪共同聲明」（昭和 16 年 6 月
23日）（外務省記録A.1.1.0.33「国民政府主席汪兆銘来朝関係一件（近衛、汪共同声明ヲ含ム）」） 




（昭和 18年 6月 17日）（前掲、外務省記録 A.1.0.0.12 第三巻）。 





























































































                                                   
7 2000 年以降の研究、たとえば、江口圭一『十五年戦争研究史論』（2001）、戸部良一、波多
野澄雄編『日中戦争の軍事的展開』（2006）、明石岩雄『日中戦争についての歴史的考察』（2007）、
西村成雄、石島紀之、田嶋信雄編『国際関係のなかの日中戦争』（2011）、Mark Peattie et al, The 
Battle for China – Essays on the Military History of the Sino-Japanese War of 1937-1945 (2011)
などの研究成果は基本、2000年以前の研究の大枠を踏襲している。そのため、先行研究の大
枠について、本論は 2000年以前の研究成果を中心に説明する。 
8 臼井勝美『日中外交史研究―昭和前期―』吉川弘文館、1998年 12月、166－211頁。 


















陥落したことにより、38 年 1 月から日本は今後の事変処理の方針を、「更生新支那」の建
設と日満支による日本を盟主とする「東亜新秩序」の建設と決定した 10
そして、「日華基本条約」が如何に形成されたかについて、臼井勝美「日中戦争の政治的










                                                   
9 井上寿一『危機のなかの協調外交―日中戦争に至る対外政策の形成と展開』山川出版社、1994
年 1月、313－319頁。 
10 戸部良一『日本陸軍と中国』講談社、1999年 12月、198－212頁。 
































































                                                   
12 波多野澄雄『太平洋戦争とアジア外交』東京大学出版会、1996年 11月、77－88頁。 
。 
13 戸部良一「支那事変と大東亜戦争」『外交時報』1320号、1995年 7・8月、44－58頁。 
14 上述した研究以外にも、たとえば、柴田紳一『昭和期の皇室と政治外交』（1995）は中国に
派遣された三笠宮が現地で対支新政策を推進する過程を分析することで、対支新政策を推進
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第 1章 対中政策の再検討 
第 1節 「日満支ノ提携結合」 
  第１項 華北分離工作の限界 
 
1935年 11月 1日に起きた汪兆銘外交部長狙撃事件及び約二ヵ月後の 12月 25日に起き
た唐有壬外交部常務次長暗殺事件は中国国内の対日姿勢が変化しつつあることを反映する
出来事であると同時に、日本の対中政策の修正を誘発する出来事でもあった。当時、日本
の対中政策は同年 10 月 4 日に廣田弘毅外務大臣、川島義之陸軍大臣、大角岑生海軍大臣
の了解を経て決定された「広田三原則」に準じていた。それは一、排日言動の徹底的取締、
二、満州国に対し究極に於いては正式承認、三、日満支三国による共同防共を中心とする












                                                   
1 「對支政策ニ關スル件」（昭和 10年 10月 4日）（外務省記録 A.1.1.0.10「帝國ノ對支外交政策
関係一件」第四巻）。 
。そして、11月 1日に汪を狙撃する事件が発






2 「大臣、蔣大使會談録「第四回」（昭和 10年 10月 21日）（同上、外務省記録 A.1.1.0.10）。 
3 「川越總領事ヨリ廣田外務大臣宛電報」（昭和 10年 7月 7日）（外務省記録 A.6.1.3.1-3「支那
地方政況関係雑纂 北支政況」第七巻）。 

























                                                   





5 「外務大臣ノ演説」（昭和 11年 1月 22日）「第 68回帝国議會貴族院議事速記録第二号」；「民
國廿五年一月廿二日外交部非公式發表」（1926年 1月 22日）（前掲、外務省記録 A.1.1.0.10 第
六巻）。 
6 「外務大臣ノ演説」（昭和 11年 5月 7日）「第 69回帝国議會貴族院議事速記録第二号」。 
7 陸軍教育総監部第二課長、陸軍省人事局補佐課長、参謀本部第二部長などを歴任、会談直後





9 「磯谷武官報告要領」（昭和 11年 3月 17日）（外務省記録 A.1.1.0.21-27松本記録「満州事変
華北問題」第九巻）。 































                                                   
10 原田熊雄『西園寺公と政局 第五巻』岩波書店、1951年 9月、48頁。 
11 「對支政策ニ關シ軍側係官ト会談ノ件（一）」（昭和 11 年 4 月 13 日）（前掲、外務省記録
A.1.1.0.21-27 第九巻）。 































                                                   
12 前掲、『西園寺公と政局 第五巻』、84頁。 







15 「對支實行策」（昭和 11年 8月 11日）（前掲、外務省記録 A.1.1.0.10 第六巻）。 


























 第 2項 対中政策の修正 
 




                                                   
16 「第二次北支處理要綱」（昭和 11年 8月 11日）（同上）。 
。9月 8日から二週間にかけて中国側との意見交換を
17 「對支実行策」（昭和 11年 8月 11日）（同上）。 
18 前掲、「昭和 11年 9月 5日付有田外相→川越大使」（昭和 11年 9月 5日）『現代史資料 8 日
中戦争 1』、288頁。 




























新たな訓令に基き、川越大使は 10 月 8 日に防共問題及び北支問題について南京政府の
実質的な指導者である蔣介石軍事委員会委員長兼行政部長と会談を行った。蔣は防共問題
。 
                                                   
19 同上、「九月二十三日川越張群会談に於て張群が読上げた書物」（昭和 11年 9月 23日）、291
－292頁。 
20 同上、「支那事件經過概要 其の二一」（昭和 11年 9月 30日）、232－234頁。 
21 同上、「支那事件經過概要 其の二二」（昭和 11年 10月 1日）、239－240頁。 
22 同上、「十月二日四相会議に於て決定の川越大使宛訓令」（昭和 11年 10月 2 日）、297－298
頁。 




























                                                   









26 前掲、「第二次訓令による会談関係の外務電」（昭和 11年 10月 20日）『現代史資料 8 日中
戦争 1』、327頁。 
27 「須磨総領事ヨリ有田大臣宛電報」（昭和 11月 7日）（外務省記録 A.1.1.0.9-10「日支外交関
係雑纂 昭和十一年南京ニ於ケル日支交渉関係」）。 






























                                                   
28 「須磨総領事ヨリ有田大臣宛電報」（昭和 11月 11日）（同上）。 
。 
29 「須磨総領事ヨリ有田大臣宛電報」（昭和 11月 19日）（同上）。 
30 「須磨総領事ヨリ有田大臣宛電報」（昭和 11月 25日）（同上）。 
31 「中村総領事ヨリ有田外務大臣宛電報」（昭和 12年 1月 8日）（外務省記録 A.6.1.5.10「西安
事件」）。 
32 「川越大使ヨリ有田外務大臣宛電報」（昭和 12年 1月 11日）（同上）。 
33 前掲、『西園寺公と政局 第五巻』、212－213頁。 
34 同上、206、231頁。 






























                                                   
35 「加藤書記官ヨリ有田外務大臣宛電報」（昭和 11年 12月 31日）（前掲、外務省記録A.1.1.0.21-27
第九巻）。 
36 同前、「加藤書記官ヨリ有田外務大臣宛電報」（昭和 11年 12月 31日）（同上）。 
37 前掲、「須磨南京総領事帰朝談要旨」（昭和 12年 1月 29日）『現代史資料 8 日中戦争 1』、
417頁。 
































                                                   
38 同上、「情報総合附所見」（昭和 12年 2月 1日）、419－420頁。 
39 「外交ニ關スル緊急質問」（昭和 12年 3月 12日）「第 70回帝国議會衆議院議事速記録第 20
号」。 
































                                                   
40 「「對支實行策」及「第二次北支處理要綱」ノ調整ニ關スル件」（昭和 12 年 2 月 20 日）（外
務省記録 A.1.1.0.10「帝國ノ對支外交政策関係一件」第七巻）。 
41 前掲、「帝国外交方針改正意見」（昭和 12年 1月 6日）、「対支実行策改正意見」（昭和 12年 1
月 6日）『現代史資料 8 日中戦争 1』、378－381頁。 
































                                                   
42 同上、「帝国外交方針及対支実行策改正に関する理由竝支那観察の一端」（昭和 12 年 1 月 6
日）、382－383頁。 
43 同上、「陸軍省に対し対支政策に関する意志表示」（昭和 12年 1月 25日）、384頁。 
44 同上「楠本大佐の対支政策意見」（昭和 12年 2月 18日）、389－390頁。 





























                                                   




46 「對支蒙情勢判斷」（昭和 12年 2月）（同上）。 






























                                                   
47 秦郁彦「対ソ、対華戦略に関する関東軍の意見具申」（昭和 12 年 6 月 9 日）『日中戦争史』
付録史料 22、河出書房新社、1961年 9月、351頁。 
。政治面のみを強調する広田三原則と比べてみると、経済面を強く意識
する「対支実行策」は強調する面こそ異なるが、「支那全般ニ於ケル総合的親日傾向ヲ醸成
48 「對支政策ニ關スル件」（昭和 10年 10月 4日）（前掲、外務省記録 A.1.1.0.10 第四巻）；「廣
田外務大臣外交團接見要録」（昭和 12年 6月 7日）（前掲、外務省記録 A.1.1.0.10 第七巻）。 
49 「六月三十日枢密院ニ於ケル外務大臣ノ説明資料（對支關係）」（昭和 12 年 6 月 30 日）（同
上、第七巻）。 
50 前掲、「對支實行策」（昭和 12年 4月 16日）（同上）。 





























                                                   






52 「「對支實行策」及「第二次北支處理要綱」ノ調整ニ關スル件」（昭和 12年 2月 20日）（前
掲、外務省記録 A.1.1.0.10 第七巻）。 
53 前掲、「日支国交調整要領」（昭和 11年末）『現代史資料 8 日中戦争 1』、376頁。 



































                                                   
54 同上、「対支実行策改正意見」（昭和 12年 1月 6日）、380頁。 
55 同上、「海軍の対支実行策案」（昭和 12年 3月 5日）、397－398頁。 
56 「北支時局収拾ニ關スル外務省ノ意見」（昭和 12年 7 月 30 日）（外務省記録 A.1.1.0.30「支
那事変関係一件」第二巻」）。 
57 外務省編纂、「廣田外相 蔣大使會談要録「第三、四回」」（昭和 10年 10月 7日）『日本外交
年表竝主要文書 下』原書房、1966年 1月、308頁。 





























                                                   
58 「國交調整ト同時ニ交渉スヘキ諸事項」（昭和 12年 10月 1日）（前掲、外務省記録 A.1.1.0.30
第三巻」）。 




59 「華北産業公司設立要綱案」「北支経済開発要綱案」（昭和 12年 10月 19日）（同上、第十八
巻」）。 
60 「對支方策ニ關スル件」（昭和 12年 12月 8日）（同上、第三巻」）。 
61 防衛庁防衛研究所戦史室編『戦史叢書支那事変陸軍作戦 1』朝雲新聞社、1975年 4月。 

































                                                   
62 臼井勝美、稲葉正夫編「時局ニ関スル意見具申」（昭和 12年 9月 4日）『現代史資料 9 日中
戦争 2』みすず書房、1973年 11月、39頁。 
63 同上、「喜多少将ニ与フル訓令」（昭和 12年 9月 4日）、41頁。 
64 「北支政権樹立ニ関スル一部ノ研究」（昭和 12年 10月 28日）（前掲、外務省記録 A.1.1.0.30
第十八巻」）。 
































                                                   
65 「北支政権ニ関スル第一次研究」（昭和 12年 10月 22日）（防衛省防衛研究所所蔵 支那-支
那事変北支-3「北支那作戦史要―北支那方面軍 3／3」）。 
66 「事変長期ニ亘ル場合ノ處理要綱案」（昭和 12年 10月 30日）（前掲、外務省記録 A.1.1.0.30
第十八巻」）。 


































                                                   
67 「北支新政權樹立研究案」（昭和 12年 11月 18日）（同上）。 
68 前掲、「時局処理ニ関スル関東軍参謀長上申」（昭和 12年 10月 29日）『現代史資料 9 日中
戦争 2』、165頁。 
69 「事変対處要綱（甲）」（昭和 12年 12月 24日）（前掲、外務省記録 A.1.1.0.30 第十九巻」）。 































                                                   
70 「支那事變處理根本方針」（昭和 13年 1月 11日）（同上、第三巻」）。 
。また、4月 27日に寺内と王の間で調印さ
71 「帝國政府聲明」（昭和 13年 1月 16日）（同上、第四巻」）。 
72 「第三國關係經濟事案」（昭和 13年度）（外務省記録東亜-23「昭和十三年度執務報告」）。 
73 「北支經濟開發方針」（昭和 12年 12月 16日）（前掲、外務省記録 A.1.1.0.30 第四巻」）。 
74 「日華經濟協議會設置ニ關スル覺書」（昭和 13年 3月 26日）（同上、第十巻」）。 






























                                                   
75 「交通通信及航空等ニ關スル覺書」（昭和 13年 4月 27日）（同上）。 
。 
76 「政府顧問約定」（昭和 13年 4月）（外務省記録 A.6.1.1.8-3「支那事変ニ際シ支那新政府樹立
関係一件 支那中央政権樹立問題」第九巻）。 
77 梨本祐平『中国のなかの日本人』同成社、1969年 10月、240頁。 
78 「中支政務指導方案」（昭和 13年 1月 27日）（前掲、外務省記録 A.1.1.0.30 第四巻」）。 
79 「中支新政權樹立方案」（昭和 13年 1月 27日）（同上）。 
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85 「田尻愛義ヨリ上村課長宛報告書簡」（昭和 13年 3月 1日）、「中華民國臨時國民政府組織方
式及順序」（昭和 13年 3月 20日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.8-3 第一巻）；「中支政權樹立
ニ關スル件」（昭和 13年 3月 8日）（防衛省防衛研究所所蔵 陸支密大日記-S13-7-116「昭和
13年支受大日記（密）」）。 
86 「中支新政權組織大綱等ニ關シ陸海外三省係官協議結果ノ件」（昭和 13年 3月 7日）（同上、
外務省記録 A.6.1.1.8-3 第一巻）。 
87 「中支新政権ニ關スル件」（昭和 13年 3月 11日）、「中支政権名稱ニ関スル件」（昭和 13年 3































                                                                                                                                                     
月 13日）（前掲、防衛省防衛研究所所蔵 陸支密大日記-S13-7-116）。 
88 「北支及中支政權關係調整要領」（昭和 13年 3月 24日）（防衛省防衛研究所所蔵 陸支密大
日記-S13-9-118「昭和 13年支受大日記（密）」第十四號）。 
89 「維新政府顧問約定送付ノ件」（昭和 14年 1月 11日）、「維新政府顧問設置ノ経緯」（昭和 14
年 9月 6日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.8-3 第九巻）。 
































                                                   
90 稲葉正夫ほか編、「支那事変指導ニ関スル説明」（昭和 13 年 6 月 17 日）『太平洋戦争への道 
別巻資料編』朝日新聞社、1988年 8月、262頁。 
91 「支那現中央政府屈伏ノ場合ノ對策」（昭和 13年 7月 8日）（前掲、外務省記録 A.1.1.0.30 第
十巻）。 

































                                                   
92 「支那現中央政府ニシテ屈伏セサル場合ノ對策」（昭和 13年 7月 8日）（同上）。 
93 「時局ニ伴フ對支謀略」（昭和 13年 7月 12日）（同上）。 

































                                                   
94 「支那新中央政府樹立指導方策」（昭和 13年 7月 4日、7月 15日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.8-3
第一巻）。 
95 「支那政權内面指導大綱」（昭和 13年 7月 19日）（昭和 13年 7月 8日）（前掲、外務省記録
A.1.1.0.30 第十巻）。 
96 「對支特別委員會」（昭和 13年 7月 26日）（同上）。 
97 「聯合委員會樹立要綱」（昭和 13年 9月 9日）（同上）。 
































                                                   
98 「今後ノ事變對策ニ付テノ考案」（昭和 13年 7月）（同上）。 
99 「坂西中将ノ谷公使ニ對スル内話」（昭和 13年 9月 13日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.8-3 第
一巻）。 
100 「土肥原中将ニ與フル指示」（昭和 13年 10月 7日）（前掲、外務省記録 A.1.1.0.30 第十巻）。 
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101 「日支新關係調整方針立案ニ關スル御説明（政府側）」（昭和 13年 11月 30日）（同上、第十
八巻）。 
































                                                   
102 「日支新關係調整要綱ニ關スル御前会議次第」（昭和 13年 11月 30日）（同上、第十五巻）。 














第 2節 浮上する汪工作 















                                                   
103 「日支新關係調整方針」（昭和 13年 11月 30日）（同上）。 
104 周佛海著、蔡德金编〈回忆与前瞻〉（1939 年 7 月）《周佛海日记 下》中国社会科学出版社、
1986年 7月、1212-1213页；罗君强著、黄美真编〈低调俱乐部〉《伪廷幽影录－对汪伪政权
的回忆纪实》中国文史出版社、1991年 5月、2-3页。 
105 同上、〈中日事变秘闻：我的斗争记〉（1940年 12月）、1231-1234页。 


























                                                   












112 前掲、『上海時代 ジャーナリストの回想 下』、293頁。 
113 前掲、『悲劇の証人 日華和平工作秘史』、127－131頁。 
































                                                   
114 臼井勝美編「曾走路我記」『現代史資料 13 日中戦争 5』みすず書房、1962年 7月、359頁。 
115 前掲、『上海時代 ジャーナリストの回想 下』、311頁。 
116 「支那側挙事計画」（昭和 13年 11月 15日）（防衛省防衛研究所所蔵 支那-支那事変全般-396 
「渡辺工作ノ現況」）。 
































                                                   
117 「日支協議の内容」（昭和 13年 11月 15日）（同上）。 
。上記の内容に基づき、双方の代表者は「日華協議記録」、「日華協議記録諒解事項」
118 「協議の経緯」（昭和 13年 11月 15日）（同上）。 
119 「日華協議記録」（昭和 13年 11月 15日）（同上）。 


























                                                   
120 蔡徳金編、村田忠禧など訳『周仏海日記』みすず書房、1992年 2月[以降『周仏海日記』と








織 第三冊》中國國民黨中央委員會黨史委員會、民國 70年 9月、53頁。 









126。国民党中央常務委員会は翌 39年 1月 1日に兆銘の党籍、一切の職務及び
権限を剥奪し、全国で指名手配すると決定した 127。そして、国内のみならず、海外の華僑
からも汪を批判の声が一挙に現れた 128。また、汪の声明に呼応する予定の雲南省の龍雲は
1月 6日に汪に同調しないと蔣介石に打電し、廣東省の第 9戦区第 2兵団総司令兼第 8集
団軍総司令の張發奎や西康省の西康省政府主席兼全省保安司令の劉文輝もそれに前後して、








                                                   
125 「渡辺工作ノ状況（第四）」（昭和 14年 1月 15日）（防衛省防衛研究所所蔵 中央-戦争指導













正典刑以肅綱紀」（1939 年 1 月 5 日）『 蔣中正總統文物-特交文電-日寇侵略』國史館藏、典
藏號：002-090200-00022-041、入藏登入號：002000002179A；「谷正鼎谷正綱龍雲電表心志不
附和汪兆銘」（1939年 1月 6日）『國民政府 檔案-司法-叛亂-叛亂總目』國史館藏、典藏號：
001-103100-0002、入藏登入號：001000006519A；「劉文晃電 蔣中正請通緝嚴懲汪兆銘通敵賣
國並與全僑誓為後盾抗戰到底」（1939 年 1 月 12 日）『 蔣中正總統文物-特交文電-日寇侵略』
國史館藏、典藏號：002-090200-00022-081、入藏登入號：002000002179A。 
130 雷嗚編著〈河內的正月〉《汪精衛先生傳》政治月刊社、1944年、335頁。 
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131 「日支新關係調整方針」（昭和 13年 11月 30日）（前掲、外務省記録 A.1.1.0.30 第十五巻）。 
132 「支那新中央政府成立ノ経緯概要ニ関スル件」（昭和 15年 1月 13日）（外務省記録 A.6.1.1.9
「支那事変ニ際シ新支那中央政府成立一件」第一巻）。 
133 外務省編纂「重慶政権に対する内部切崩しおよび自壊促進のための現地宣伝工作方針につい
て」（昭和 14 年 1 月 4 日）『日本外交文書 日中戦争第二冊』六一書房、2011 年 5 月、698
頁。 
134 「汪精衛一件」（昭和 14年 1月 27日）（外務省記録 A.6.1.1.8-5「支那事変ニ際シ支那新政府
樹立関係一件 汪精衛関係」第二巻）。 
135 「有田大臣ヨリ鈴木総領事宛電報」（昭和 14年 2月 10日）（同上）。 


























る。当時、日本政府の外交方針は有田外相が 38年 11月 18日に発したアメリカの中国にお
ける権益確保に関する抗議への回答の中に明示されていた。 
。 
                                                   
136 前掲、「汪兆銘離脱問題に関する粱鴻志ら維新政府要人の見解について」（昭和 14 年 1 月
10日）、「汪兆銘離脱問題に関する王克敏ら臨時政府要人の見解について」（昭和 14年 1月
14日）『日本外交文書 日中戦争第二冊』、702－605頁。 
137 「汪精衛一件」（昭和 14年 1月 27日）、「汪精衛工作一件」（昭和 14年 1月 28日）（前掲、
外務省記録 A.6.1.1.8-5 第二巻）。 





















そして、翌 1939年 1月 5日に平沼騏一郎内閣が近衛文麿内閣に代わって発足したが、有
田八郎外相、板垣征四郎陸相、米内光政海相などはそのまま留任したため、内閣交代によ
。 
                                                   
138 「昭和十三年十一月十八日ノ十月六日附米國側申入ニ對スル舊來ノ觀念乃至原則ヲ以テ新事
態ヲ律シ得ストノ回答」（昭和 13年 11月 18日）（外務省記録 A.1.3.1.1-4「日、米外交関係
雑纂 対米外交関係主要資料集」第一巻）。 
139 「支那ニ關スル九國條約」（大正 11年 2月 6月）（外務省記録 2.4.3.54「華府会議関係諸条
約決議及其説明」）。 
140 As compared with the time when the treaty was concluded, the situation in East Asia today has been 
rendered totally different, owing to the infiltration of Communist influence and the changes of 
internal conditions prevailing in China. 
141 What is needed is the elimination of Nanking’s anti-Japanese policy and the Communist elements 
which are identified with it. 
142  So that there may be established an enduring peace based upon Sino-Japanese unity and 
cooperation. 
143 「Statement of the Japanese Foreign Office」（昭和 12 年 10 月 28 日）（外務省記録
A.1.1.0.30-32「支那事変 九ヶ国條約締約国会議関係」）。 































                                                   
144 「平沼國務大臣ノ答辯」（昭和 14年 1月 22日）「第 74回帝国議会衆議院議事速記録第 4号」。 
145 「内閣總理大臣ノ演説」（昭和 14年 1月 21日）「第 74回帝国議会貴族院議事速記録第 2号」。 
146 「内閣總理大臣ノ答辯」（昭和 14年 1月 23日）「第 74回帝国議会衆議院議事速記録第 5号」。 
































                                                   
147 「外務大臣ノ演説」（昭和 14年 1月 21日）「第 74回帝国議会貴族院議事速記録第 2号」。 



























                                                   






149 岡義武ほか編『小川平吉関係文書 第一巻』みすず書房、1973年 3月（1月 17日、3月 21
日）。 
150 伊藤隆ほか編『続・現代史資料 4 陸軍・畑俊六日誌』みすず書房、1983 年[以下『畑俊六
日誌とする』]（昭和 14年 5月 30日）。 
151 堀場一雄『支那事変戦争指導史』原書房、1973年、127頁。 
152 同上、366頁。 



























                                                   
153 前掲、「曾走路我記」『現代史資料 13 日中戦争 5』、379頁。 
」とアジアでの問題とヨーロッパでの問題が不可分であると説明した後、日米が協力
154 Japan would be prepared eventually and under certain conditions to moderate its peace terms to 
China; but this willingness if it exists springs not from any moral regeneration but from realization 
that Japan’s security can be safeguarded so long as war threatens in Europe only by liquidating the 
conflict with China. 
155 The Chargé in Japan (Dooman) to the Secretary of State, May 26, Department of State, Foreign 
Relations of the United States, 1939, Vol. 3, pp. 40-41. (Hereafter as FRUS) 
156 So strong was the sense of grievance of the Japanese people that the Japanese Government could not, 
even if it wished, make peace with China on terms which did not assure Japan economic security, 
and that under existing world conditions such security could not be provided by restoration of the 
status quo ante. 
157 It would be impossible to dissociate the Far Eastern problem from the conditions of unrest which 
prevailed in Europe and elsewhere and that this problem is capable of solution by negotiation only 
when the conditions which lie at the root of the European problem as well as of the Far Eastern 
problem can be considered. 




























                                                   
158 Issues involving American rights in China could be disposed of without difficulty. In the meantime 
the Government would continue its efforts to satisfy the American position with regard to the Open 
Door but one difficulty was the sense of grievance to which he had previously referred. 
159 The Chargé in Japan (Dooman) to the Secretary of State, May 23, FRUS, op.cit, pp.171-173. ; Sir R. 
Craigie to Viscount Halifax, July 1, G.B. Foreign Office, Documents on British Foreign Policy 
1919-1939, 3rd Series Vol. 9, No.277.  
160 The Secretary of State to the Chargé in Japan (Dooman), July 8, Alben W. Barkley, U.S. Congress 
Joint Committee on the Investigation of the Pearl Harbor Attack, pp. 4169-4170. 
161 「渡辺工作ノ状況（第四）」（昭和 14 年 1 月 15 日）（前掲、防衛省防衛研究所所蔵 中央-
戦争指導重要国策文書-643）。 
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法幣もしくは円の援助を希望した 162




















                                                   










165 前掲、〈舉一個例〉《中華民國重要史料初編－對日抗戰時期第六編傀儡組織 第三冊》、83頁。 
166 1938年 12月 16日に設置された興亜院は日中戦争に当たって、中国で処理を要する政治、
経済、文化に関する事務、これらについての諸政策樹立の事務などを任務とする首相の管
理に属する外局。総裁は総理大臣とし、副総裁は外務、大蔵、陸軍、海軍の各大臣を当て
る；百瀬孝著、伊藤隆監修『事典 昭和戦前期の日本 制度と実態』吉川弘文館、平成 3
年 1月、28－29頁。 
167 「有田大臣ヨリ田尻総領事宛電報」（昭和 14年 4月 1日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.8-3 第
二巻）。 
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して汪側との本格的な接触を開始した 168






























                                                   
168 「河内領事館ヨリ本省宛電報」（昭和 14年 4月 9日）（同上）。 
。 
169 「三浦総領事ヨリ有田外務大臣宛電報」（昭和 14年 4月 6日）（同上）。 
170 「汪精衛一件」（昭和 14年 4月 13日）（同上）。 
171 「田尻総領事ヨリ有田外務大臣宛電報」（昭和 14年 4月 14日）（同上）。 





























                                                   
172 「上海ニ於ケル工作」（昭和 14年 5月 16日）（外務省記録 A.6.1.1.8-5「支那事変ニ際シ支那
新政府樹立関係一件 汪精衛関係（矢野記録）」第三巻）。 
173 今井武夫著「汪兆銘の提出せる具体的辨法」『支那事変の回想』みすず書房、1980 年 4 月、
94－95、305頁。 






























                                                   
174 「中国側ノ提出セル時局収拾ニ関スル具体的辨法」（昭和 14年 5月 28日）（前掲、外務省記
録 A.6.1.1.8-3 第二巻）。 
175 前掲、「汪工作の進め方に関する田尻香港総領事と今井大佐との会談要旨」（昭和 14年 5月
16日）『日本外交文書 日中戦争第二冊』、759頁。 
176 同上、「渡邊工作一件 臼井大佐トノ連絡要領」（昭和 14年 5月 10日）、758頁。 































                                                   




178 「新中央政府樹立方針」（昭和 14年 6月 6日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.8-3 第三巻）。 
179 岡田猶次『日中戦争裏方記』東洋経済新報社、1974年 3月、199頁。 
180 「中央政權の組織は分治合作が基礎」（昭和 14年 5月 31日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.8-3
第二巻）。 































                                                   
181 「平沼首相汪會談要旨」（昭和 14年 6月 10日）（外務省記録 A.1.1.0.30「支那事変関係一件」
第六巻）。 
































                                                   
182 「板垣陸相、汪會談要領」（昭和 14年 6月 11日）（同上）。 





























                                                   




184 「中國側ノ提出セル時局収拾ニ關スル具體的辨法及日本側意見」（昭和 14年 6月 16日）（昭
和 14年 6月 16日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.8-3 第十巻）。 
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た後、新中央政府を承認する条件として再度汪側と協議することとなる。 
















                                                   
185 The new régime in the occupied parts of China would have to be powerful so that it might be 
able to execute the new principles for the establishment of a new order in Asia. 
186 「阿部首相談話ニ關スル「デイリー・ニュース」社説送る付ノ件」（昭和 14年 10月 18日）
（外務省記録 A.5.1.0.2「帝国内閣関係雑件」第五巻）。 
187 「中國國民黨第六次全國代表大會ニ關スル大會秘書長梅思平氏談」（昭和 14 年 8 月 28 日）
（前掲、外務省記録 A.6.1.1.8-3 第三巻）。 
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との会談要旨」（昭和 14年 2月 28日）『日本外交文書 日中戦争第二冊』六一書房、2011年
5月、720頁。 
3 「中国側ノ提出セル時局収拾ニ関スル具体的辨法」（昭和 14 年 5 月 28 日）（外務省記録
A.6.1.1.8-3「支那事変ニ際シ支那新政府樹立関係一件 支那中央政権樹立問題」第二巻）。 
4 「王克敏、竹内會談ニ關スル件」（昭和 14年 6月 26日）（同上、第四巻）。 
5 「汪精衛、王克敏第二次会談要領」（昭和 14 年 6月 27 日）（外務省記録 A.6.1.1.8-5「支那事
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旋打切りを決定について」（昭和 14年 6月 27日）『日本外交文書 日中戦争第二冊』、798頁。 
7 「汪精衛及粱鴻志会見」（昭和 14年 6月 29日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.8-5 第三巻）。 
8 「三浦總領事ヨリ有田外務大臣宛電報」（昭和 14年 7月 5日）、「新中央政府樹立問題に関す
る王克敏と粱鴻志との意見交換の模様について」（昭和 14年 7月 15日）（前掲、外務省記録
A.6.1.1.8-3 第四巻）。 
9 「渡辺工作（第 2 期計画」（昭和 14 年 2 月）（前掲、防衛省防衛研究所所蔵 支那-支那事変
全般-396）。 
10 同上；「汪精衛及粱鴻志会見」（昭和 14年 6月 29日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.8-5 第三巻）；
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7月 24日に広東省へと赴き、広東内の各軍隊への呼びかけを再開した。汪は当初、重慶に





























11 「廣東ニ於ケル竹内工作概況」（昭和 14年 7月）（同上、外務省記録 A.6.1.1.8-5 第三巻）；「岡
崎總領事ヨリ有田外務大臣宛電報」（昭和 14年 7月 25日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.8-3 第
四巻）。 
12 「岡崎總領事ヨリ有田外務大臣宛電報」（昭和 14 年 7 月 31 日）、「集團ト武内側トノ協議事
項」（昭和 14年 8月 16日）（同上、外務省記録 A.6.1.1.8-3 第四巻）。 
13 「田尻總領事ヨリ有田外務大臣宛電報」（昭和 14年 8月 16日）（同上）。 
14 「中央政權の組織は分治合作が基礎」（昭和 14年 5月 31日）（同上、第二巻）。 
































                                                   
15 「事變處理ト之ニ對スル外交的措置」（昭和 14年 10月 24日）（外務省記録 A.1.1.0.30「支那
事変関係一件」第七巻）。 
。したがって、北支の特殊性
16 「阿部首相談話ニ關スル「デイリー・ニュース」社説送る付ノ件」（昭和 14年 10月 18日）
（外務省記録 A.5.1.0.2「帝国内閣関係雑件」第五巻）。 
17 「對支實行策」（昭和 12 年 4 月 16 日）（外務省記録 A.1.1.0.10「帝國ノ對支外交政策関係一
































                                                                                                                                                     
件」第七巻）。 
18 「事變處理ト之ニ對スル外交的措置」（昭和 14年 10月 24日）（前掲、外務省記録 A.1.1.0.30
第七巻）。 
19 「對英外交上ノ諸問題及右ニ關スル私見」（昭和 14年 11月 5日）（同上）。 




























                                                   
20 「中國主權尊重原則實行等ニ關スル中國側希望及之ニ對スル日本側回答要旨」（昭和 14年 11




21 「中央政治会議指導要領」（昭和 14年 11月 1日）（同上）。 
22 「日支新關係調整要領」（昭和 14年 11月 1日）（同上）。 
23 「新支那ノ國旗ニ關スル件」（昭和 14年 11月 1日）（同上）。 
24 秦孝儀主編〈偽中央政治會議組織條例草案〉《中華民國重要史料初編－對日抗戰時期第六編
傀儡組織 第三冊》中國國民黨中央委員會黨史委員會、1981 年 9 月、175 頁；『周仏海日記』
（1940年 2月 5日、1940年 3月 4日）。 

































                                                   
25 同上、（1940年 3月 5日、1940年 3月 13日）。 
26 「日支國交調整原則ニ關スル協議會 第一回會議議事要録」（昭和 14 年 11 月 1 日）（前掲、
外務省記録 A.6.1.1.8-3 第十一巻）。 
27 「第四回會議議事要録」（昭和 14年 11月 6日）（同上）。 
28 「第四回會議議事要録」（昭和 14年 11月 6日）（同上）。 































                                                   




30 「□□総領事ヨリ有田外務大臣宛電報」（昭和 15年 1月 26日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.8-3
第七巻）。 
31 前掲、「青島にて開催の汪兆銘・王克敏・粱鴻志による三巨頭会談の結果について」（昭和 15
年 1月 26日）『日本外交文書 日中戦争第二冊』、1047、1049頁。 































                                                   
32 前掲、〈偽中政會當然委員、指定委員、延聘委員與列席委員之通知書〉《中華民國重要史料初
編－對日抗戰時期第六編傀儡組織 第三冊》、185頁。 
33 「新中央政府樹立一件」（昭和 14年 3月 29日）（外務省記録 A.6.1.1.9「支那事変ニ際シ新支
那中央政府成立一件」第一巻）。 
































                                                   
34 「中國主權尊重原則實行ニ關シ日本ニ對スル要望」（昭和 14年 6月 15日）（前掲、外務省記
録 A.6.1.1.8-3 第十巻）。 
35 「中國主權尊重原則實行等ニ關スル中國側希望及之ニ對スル日本側回答要旨」（昭和 14年 11
月 1日）（同上、第六巻）。 































                                                   
36 今井武夫「日本側ニ希望スル雑件」（昭和 14 年 9 月）『支那事変の回想』みすず書房、1980
年 4月、321頁。 
37 前掲、〈第一次答復 譯文〉（1939年 6月 26日）《中華民國重要史料初編－對日抗戰時期第六
編傀儡組織 第三冊》、306－307頁。 
38 前掲、「在中国総領事会議出席者との会見における汪兆銘の発言概要」（昭和 14 年 10 月 22
日）『日本外交文書 日中戦争第二冊』、879頁。 
39 前掲、〈第二次去文〉（昭和 14年 6月 26日）《中華民國重要史料初編－對日抗戰時期第六編
傀儡組織 第三冊》、307－309頁。 
































































                                                   
40 「中國主權尊重原則實行等ニ關スル中國側希望及之ニ對スル日本側回答要旨」（昭和 14年 11
月 1日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.8-3 第六巻）。 
41 「日支新關係調整要領」（昭和 14年 11月 1日）（同上）。 
































































                                                   
42 臼井勝美編「曾走路我記」『現代史資料 13 日中戦争 5』みすず書房、1966年 7月、378頁。 































                                                   
43 「日支國交調整原則ニ關スル協議會 第一回會議議事要録」（昭和 14 年 11 月 1 日）（前掲、
外務省記録 A.6.1.1.8-3 第十一巻）。 
































                                                   
44 「第二回會議議事要録」（昭和 14年 11月 4日）（同上）。 
































































                                                   
45 「第三回會議議事要録」（昭和 14年 11月 5日）（同上）。 





























                                                   
46 「第四回會議議事要録」（昭和 14年 11月 6日）（同上）。 





47 「第二回會議議事要録」（昭和 14年 11月 4日）（同上）。 
48 前掲、「国共関係の現状など重慶情勢に関する汪兆銘の観察について」（昭和 14 年 11 月 17
日）『日本外交文書 日中戦争第二冊』、994－995 頁；「加藤公使ヨリ野村外務大臣宛電報」
（昭和 14年 11月 21日）（同上、第六巻）。 
49 「加藤公使ヨリ野村外務大臣宛電報」（昭和 14年 11月 12日）（同上、第六巻）。 
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は危険であると警鐘を鳴らした 50






























                                                   
50 「加藤公使ヨリ野村外務大臣宛電報」（昭和 14年 11月 22日）（同上）。 
51 「堀總領事ヨリ野村外務大臣宛電報」（昭和 14年 11月 27日）（同上）。 
52 実際、田尻書記官が危惧したように、汪側が「日支新關係調整ニ關スル協議書類」に調印し
た直後、交渉に参加していた高宗武、陶希聖は汪側より離脱し、内約をすべて公開した。 
53 前掲、「時局に関する田尻書記官の観測」（昭和 14 年 12 月 6 日）『日本外交文書 日中戦争
第二冊』、1006－1008頁。 


























第 2節 承認問題 
第 1項 即時承認せず 
 
新中央政府樹立の準備が着実に進められる中、日・汪双方は次第に新中央政府の承認問
題について議論するようになった。新中央政府の承認問題について、日本側は 1939 年 11
月 11日付の「新中央政府樹立ニ關聯セル外交關係處理要綱案」で既にその対応を正式に決
                                                   
54 同上、「中央政權樹立工作ニ關スル申合セ」（昭和 14年 12月 8日）、1008－1009頁。 
55 同上、「呉工作善後處置要領」（昭和 14年 12月 28日）、1011頁。 
56 「日支新關係調整ニ關スル協議書類」（昭和 14年 12月 31日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.9-7）。 































                                                   
57 「新中央政府樹立ニ關聯セル外交關係處理要綱案」（昭和 14 年 11 月 11 日）（前掲、外務省
記録 A.6.1.1.8-3 第五巻）。 
































                                                   
58 「對外施策方針要綱」（昭和 14年 12月 28日）（前掲、外務省記録 A.1.1.0.30 第七巻」）。 


























                                                   
59 「中央政權樹立ニ關聯スル對處要綱」（昭和 15年 1月 6日）、「支那新中央政府樹立ニ關聯ス





掲、「南京国民政府の成立につき報告」（昭和 15年 4月 5日）『日本外交文書 日中戦争第二
冊』、1074頁。 
61 「近衛内閣總理大臣談」（昭和 13年 12月 22日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.8-3 第十巻）。 
62 日本政府既有此鄭重聲明，則吾人依和平方法，不但北方各省可以保全，即抗戰以來淪陷各地
亦可收復，而主權及行政之獨立完整，亦得以保持。 
































                                                   
63 吾人對於太平洋之安甯秩序及世界之和干保障，亦必須與關係各國一致努力，以維持增進其友
誼及共同利益也。 
64 國民政府宣傳部編「豔電」(1938年 12月 29日)『汪主席和平建國言論集』中央書報發行所、
1940年、1頁。 
65 「汪、森島參事官會談録」（昭和 14年 7月 3日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.8-3 第四巻）。 
66 「岡崎總領事ヨリ有田外務大臣宛電報」（昭和 14年 8月 14日）（同上）。 
67 前掲、「歐戰與中國之前途」(1939年 9月 5日)『汪主席和平建國言論集』、81頁。 
































                                                   
68 「三浦總領事ヨリ野村外務大臣宛電報」（昭和 14年 9月 27日）（外務省記録 A.6.1.1.9-2「支
那事変ニ際シ新支那中央政府成立一件 各国ノ態度及承認問題」）。 
69 「三浦參事官ヨリ有田外務大臣宛電報」（昭和 15年 1月 20日）（同上）。 
70 『周仏海日記』（1940年 1月 13日）。 






























しかし、汪側はそれには満足せず、3 月 2 日に汪は加藤公使に対して、再び早期承認を
。加藤の意見は受け入れられ、正式承認と捉
えられないよう信任状を有しない全権大使を派遣することが構想されるようになった。 
                                                   
71 「加藤公使ヨリ有田外務大臣宛電報」（昭和 15年 1月 17日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.8-3
第七巻）。 
72 「新中央政府外交指導方針要綱」（昭和 15 年 2月 9 日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.9 第一
巻）。 
73 前掲、「新中央政府樹立に際し特命全権大使特派の必要に付き意見具申」（昭和 15年 2月 10
日）『日本外交文書 日中戦争第二冊』、1054頁。 
































                                                   
74 同上、「新政府樹立後における日本の即時承認を汪兆銘希望について」（昭和 15年 3月 2日）、
1059－1060頁。 
75 同上、「正式承認前ノ支那新中央政府ニ對スル協力機構」（昭和 15年 3月 23日）、1062頁。 






















ることを表明した 78。次に、イギリスも 1月中旬に既にクレーギー（Robert L. Craigie）大
使より「早期和平を獲得する唯一の方法は公平かつ合理的な条件で蔣介石と戦争を終結さ
せること 79」という姿勢を明確にしていた。南京政府が樹立されると、イギリスは 4 月 3
日に従来の政策、即ち重慶を支援する方針を変更しないことを発表した 80
                                                   




77 Setting up of a new regime at Nanking has appearance of a further step in a program of one country 
by armed force to impose its will upon a neighboring country and to block off a large area of the 
world from normal political and economic relationship with rest of the world. 
78 「堀内大使ヨリ有田外務大臣宛電報」（昭和 15年 3月 30日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.9-2）。 
79 There was only one way of securing an early peace, and that was a fair and reasonable settlement 
with Chiang Kai-shek himself. 
80 Sir R. Craigie to Viscount Halifax, January 13, Anthony Best ed., British Documents on Foreign 
Affairs Volume 1, University Publications of America, 1997, p.31. 



























                                                   





82 「三浦總領事ヨリ野村外務大臣宛電報」（昭和 14年 9月 27日）（同上）。 
83 「新中央政府樹立一件」（昭和 14年 3月 29日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.9 第一巻）。 
84 「田中総領事代理ヨリ有田外務大臣宛電報」（昭和 15年 4月 19日）（同上）。 
85 「有田外務大臣、陳公博氏会談要旨」（昭和 15年 5月 25日）（同上）。 
86 「阿部大使ヨリ有田外務大臣宛電報」（昭和 15年 5月 27日）（同上）。 
87 「阿部大使ヨリ松岡外務大臣宛電報」（昭和 15年 8月 5日）、「横山公使ヨリ松岡外務大臣宛
電報」（昭和 15年 9月 3日）（同上）。 
 - 98 - 
 
 
























                                                   
88 「對外施策方針要綱」（昭和 14年 12月 28日）（前掲、外務省記録 A.1.1.0.30 第七巻」）。 
 
89 The Japanese Government must in every way support the Wang Ching Wei regime and such 
negotiations as there might well be with General Chiang would have to be carried on through such 
regime — to enter into direct negotiations would be bound to weaken the Wang regime. 
90 Would be willing to send a representative to some neutral territory, such as Hong Kong, to confer 
with a representative of General Chiang with a view to searching for a basis of negotiation. 
91 The Ambassador in Japan (Grew) to the Secretary of State, May 3, FRUS 1940, Vol. 4, pp. 322-325. 
92 In view of all the circumstances in connection with the situation and in particular because of our 
policy of assisting the Wang Ching-wei regime in every possible manner it would not be appropriate 


























                                                                                                                                                     
for the representatives of the Japanese Government to get into direct negotiations with Chiang 
Kai-shek at this time. It is desirable therefore, supposing Chiang Kai-shek has the intention of 
relinquishing his anti-Japanese and pro-communistic policy and of bringing the present hostilities ot a 
stop, that he should get into direct negotiations with Wang Ching-wei… But if Chiang Kai-shek 
should find it impossible for the present to enter into conversations with Wang Ching-wei, “it would 
be an idea for him” to enter into negotiations with our military representatives with the object of 
arranging for the cessation of general fighting. 
」と説明した。そし
93 The Ambassador in Japan (Grew) to the Secretary of State, May 6, FRUS, op. cit., pp. 328-330. 
94 The Acting Secrectary of State to the Ambassador in Japan (Grew), May 4, ibid, p. 327. 
95 「陳公博ノ各要路トノ會談要領」（昭和 15年 5月 24日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.9 第一
巻）。 
96 「大使ニ對スル訓令案」（昭和 15年 6月 12日）（外務省記録 B.1.0.0.J/C 3「日華基本条約並
日満華共同宣言関係一件」第一巻） 
97 Memorandum by the Ambassador in Japan (Grew), June 10, FRUS 1931-1941, Vol. 2, pp. 67-71. 
98 I would not have you believe, however, that the cessation of interference with American rights and 
interests in China is alone capable of opening the way to the improvement of relations: I must make it 
clear with all the emphasis at my command that we cannot expect the fundamentally friendly 



























                                                                                                                                                     
relations which Your Excellency and I equally desire so long as Japan continues to endeavor to 
achieve national objectives by the use of force. 
99 It is my confident belief that as soon as definite evidence is forthcoming that it is the genuine desire 
and intention of Japan to forego the use of force as an instrument of national policy and to direct its 
efforts and policy toward achieving its objectives by peaceful orderly means, the United States, for its 
part, will be disposed to view such reorientation of policy and efforts with sympathy. I have every 
confidence that by proceeding along the course I have suggested its way be possible in due course to 
open the way to a new era in American-Japanese relations. 
100 Oral Statement by the American Ambassador in Japan (Grew) to the Japanese Minister for Foreign 
Affairs (Arita), June 10, FRUS, op. cit., pp.71-73. 
101 「口頭陳述（記録ニ留メサルコト）」（昭和 15 年 6 月 12 日）（前掲、外務省記録 A.1.1.0.30
第七巻」）；The Ambassador in Japan (Grew) to the Secretary of State, June 12, ibid, pp.79-80. 
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続けていけば阻止できると確信する 102」と、主権、正義、法律、秩序、經濟的自由の政策

















                                                   
102 A supreme need exists for order, peace and stability. Our strong conviction is that the worsening of 
the general situation occasioned by the present armed conflicts and those which are spreading can be 
halted only by means of an enlightened and tenacious resistance to such deterioration on the part of 
those peoples which hope and have the intention that principles of national sovereignty, of justice, 
and of law and order shall endure; and that principles providing for economic freedom shall be 
effective. 
。 
103 Oral Statement by the American Ambassador in Japan (Grew) to the Japanese Minister for Foreign 
Affairs (Arita), June 19, FRUS op. cit., pp.83-85. 
104 The agreement between the Government of the United States and the Japanese Government that 
they have a common desire that the status quo, except as it may be modified by peaceful means, be 
maintained with regard to the possessions and territories of belligerent European powers in the 
Pacific area…consultation between the Governments of the two countries should any question arise 
involving the status quo in respect to the Pacific possessions and territories of belligerent European 
powers. 
105 The Secretary of State to the Ambassador in Japan (Grew), June 22, FRUS op. cit., pp. 86-87. 
106 Unless a number of the many outstanding differences between the United States and Japan were first 
solved…the suggestion might be difficult to accept. 
107 The Japanese press must have called my［Grew］attention to the trend of public opinion in Japan, 
which was strongly for closer relations with Germany and Italy and was continually growing in 
strength… he［Arita］was personally, as I［Grew］well knew, in favor of rapprochement with the 
United States, but that the situation today opened him［Arita］to severe criticism, and that the 
problem was extremely difficult. 
108 Memorandum by the Ambassador in Japan (Grew), June 24, FRUS op. cit., pp. 88-89. 































                                                   
109 「新中央政府樹立一件（條約交渉等ノ説明）」（昭和 15年 6月 19日）（前掲、外務省記録A.6.1.1.9
第一巻）。 




























                                                   




112 木戸幸一『木戸幸一日記 下巻』東京大学出版会、1966 年 7 月[以降『木戸日記』とする]
（昭和 15年年 6月 27日） 
113 Japan is greatly concerned with the effect which the development of the hostilities will have on the 
status of the possessions and territories in the Pacific area of European belligerent nations. Under 
this situation, during a trasitionary period, for the United States and Japan, which countries are not 
belligerents, to conclude any sort of an agreement concerning these possessions and territories 
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would, it must be feared, give rise to very delicate relationships for Japan which has taken a position 
of non-involvement. 
114 Oral Statement by the Japanese Minister for oreign Affairs (Arita) to the American Ambassador in 
Japan (Grew), June 28, FRUS op. cit., pp. 91-92. 
115 「支那事變終結ヲ中心トスル對英外交」（昭和 15年 5月 6日）（外務省記録 A.1.0.0.6「帝国
ノ対外政策関係一件」第一巻」）。 
































































                                                   
116 「國際情勢ノ想定」（昭和 15年 6月 1日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.8-3 第七巻）。 
117 「現下ノ國際情勢ト睨合セタル事變處理促進方策」（昭和 15年 6月 18日）（同上）。 
118 「世界情勢ノ變動ニ對處スベキ帝國外交施策要綱（案）」（昭和 15年 7月 9日）（同上）。 
































                                                   
119 「世界情勢ノ變動ニ對處スベキ帝國外交施策要綱案ニ對スル意見」（昭和 15 年 6 月 25 日）
（アジア経済研究所所蔵 B1-163, M7-13 (KK7-49)『岸幸一資料』）（マイクロフィルム）。 
120 The British Embassy to the Department of State, June 24, FRUS 1940, Vol. 4, pp. 365. 
121 原田熊雄『西園寺公と政局 第八巻』岩波書店、1952年 8月、274－274頁。 































                                                   
122 「有田外務大臣放送内容」（昭和 15年 6月 29日）（外務省記録 A.1.0.0.8「国際情勢ト帝国ノ
立場ニ関スル有田外相放送関係一件」）。 






























                                                   
123 「昭和十五年七月八日緬甸「ルート」禁絶ニ關スル「クレーギー」大使回答要領（昭和 15
年 7月 9日）（前掲、外務省記録 A.1.1.0.30 第七巻」）。 
」という現状では、「日本に対して無形な形
124 Inasmuch as the whole responsibility for maintaining resistance to Germany and Italy in Europe 
now devolves upon Great Britain alone His Majesty’s Government feels that it is now impossible for 
it to offer opposition to aggression both in Europe and the Far East. It cannot offer resistance to the 
demands of Japan to alter her status quo in the Pacific to the point of involving itself in war in the 
Pacific by itself. 
125 The British Embassy to the Department of State Aide-Mémoire, June 27, FRUS op. cit., pp. 365-367. 
126 Japan’s leaders feel that there lies before them an extraordinary opportunity to impose their political 


























                                                                                                                                                     
will in the Far East and that they intend to pursue that objective wherever they are not confronted 
with material opposition and obstacles. 
127 Little in the situation warranting expectation or hope that the Japanese can be “weaned away” from 
this objective and the course which they are pursuing by offers of intangible concessions or of future 
material assistance. 
128 The United States has already influenced and is influencing the situation to some extent by resort to 
that method. 
129 Memorandum of Conversation, by the Secretary of State, June 28, FRUS op. cit., pp. 369-372. 
130 「ビルマルート」禁輸問題ニ關スル有田大臣「クレーギー」大使會談要録」（昭和 15 年 7
月 12日）（前掲、外務省記録 A.1.1.0.30 第七巻」）。 
131 Aid to Chungking from France has now been stopped and that the probability exists that British aid 
will likewise be stopped, which will leave to Chiang Kai-shek assistance only from the United 
States and the Soviet Union. 
132 Great pressure is being exerted on the Government to cause it to alter its policy. 























                                                   
133 It would appear to my Government that it would best serve to interests of a country in Japan’s 
position; whose economy has its foundation in foreign commerce, to apply as broadly as possible the 
principle of equality of trade opportunity and the fullest liberalization of the principle of 
non-discrimination with relation to trade. An endeavor by one nation to remove particular regions 
from the applicability of the principles mentioned would unavoidably induce other countries in turn 
to claim exemption for other areas, resulting in the creation of a number of regional economic blocs 
having at their foundation discriminations and preferences which could not help being harmful to the 
interests of the major trading nations. 
。 
134 The fact of the importance of Japan’s commercial relations with the Pacific area, which is indicated 
by statistics of trade, would appear to my Government to be a cogent reason for the Japanese 
Government to give favorable consideration to my Government’s suggestion… Three problems are 
enumerated therein as deserving especial study in connection with bringing about an improvement 
in relations between our two countries. These problems have to do with the economic policy of 
Japan, present and future, as well as with recent manifestations of aspects of Japanese policy toward 
China, the Netherlands East Indies, and Thailand. 
135 Will Japan follow a policy and a course of action based upon an attempt to exploit and secure for her 
own utilization the commerce and resources of territories now impoverished, where living standards 
are low and capacity for production limited. 
136 Whether Japan will decide to associate herself with countries committed to a policy of acquiring 
territory by force. 
137 Memorandum by the Ambassador in Japan, July 11, FRUS 1931-1941, Vol. 2, pp. 94-100. 































                                                   
138 「七月十一日米國側申出ニ對スル考察」（昭和 15年 7月 12日）（前掲、外務省記録 A.1.1.0.30
第七巻」）。 
139 外務省編纂「アメリカ第一課が作成した当面の対米外交に関する意見書」（昭和 17 年 7 月
15日）『日本外交文書 日中戦争 第三冊』六一書房、2011年 5月、2396－2401頁。 
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謀本部、軍令部などと協議し、「日独伊提携強化案」を作成した 140




























                                                   
140 「日独伊提携強化ニ関スル陸海外協議議事録」（昭和 15年 7月 12日）（外務省記録 B.1.0.0.J/X 
3「日独伊同盟条約関係一件」第一巻」）。 





























                                                   
141 「亞一案」（昭和 15年 7月 18日）（前掲、外務省記録 A.1.0.0.8）。 
142 軍事史学会編『大本営陸軍部戦争指導班 機密戦争日誌』錦正社、1998年 10月年[以下『機
密戦争日誌』とする]（昭和 15年 6月 21日、22日、25日、7月 1日、2日、3日、4日、15
日、19日）。 
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143 『木戸幸一日記』（昭和 15年 7月 8日）。 
144 同上、（昭和 15年 7月 16日）。 
145 『東京朝日新聞』（昭和 15年 7月 20日）。 
146 「基本國策要綱」（昭和 15年 7月 26日）（前掲、外務省記録 A.1.1.0.30 第十五巻」）。 































                                                   
147 「世界情勢ノ推移ニ伴フ時局処理要綱」（昭和 15年 7月 27日）（防衛省防衛研究所所蔵 中
央-戦争指導重要国策文書-1088「世界情勢の推移に伴う時局処理要綱 連絡会議議事録」）。 

































                                                   
148 「帝国外交方針案」（昭和 15年 7月 27日）（前掲、外務省記録 A.1.1.0.30 第十五巻」）。 
149 「松岡外務大臣車中談」（昭和 15年 8月 10日）（前掲、外務省記録 A.1.0.0.6 第一巻」）。 































                                                   
150 「新中央政府樹立ヲ中心トスル事變處理最高指導方針」（昭和 14年 10月 30日）（防衛省防
衛研究所所蔵 中央-戦争指導重要国策文書-631「支那事変戦争指導関係綴 其の三」）。 































                                                   
151 「事變解決ニ關スル極秘指導」（昭和 15年 1月 1日）（防衛省防衛研究所所蔵 中央-戦争指
導重要国策文書-632「支那事変戦争指導関係資料綴 支那派遣軍の部」）。 

































                                                   
152 「板垣總参謀長談話要旨」（昭和 15年 1月 26日）（前掲、防衛省防衛研究所所蔵 中央-戦
争指導重要国策文書-631）。 
153 「新中央政府指導方針」（昭和 15年 5月 5日）（前掲、防衛省防衛研究所所蔵 中央-戦争指
導重要国策文書-632）。 
154 「現下事變處理方針」（昭和 15年 5月 8日）（同上）。 



























                                                   






156 「参本第二部長来訪会談要旨」（昭和 15年 3月 16日）（防衛省防衛研究所所蔵 支那-支那
事変全般-127「桐工作関係資料綴」）；前掲、『支那事変の回想』、117頁。 































                                                   
157 同上、118－126頁。 































                                                   
158 「当面ノ対支処理要領」（昭和 15年 3月 15日）（前掲、防衛省防衛研究所所蔵 支那-支那
事変全般-127）。 

































                                                   
159 「参本第二部長来訪会談要旨」（昭和 15年 3月 16日）（同上）。 
160 「参謀次長同二部長 軍令部次長来訪要旨」（昭和 15年 3月 19日）（同上）。 
161 前掲、『支那事変の回想』、130頁。 
162 「支那側意見」（6月 12日）（前掲、防衛省防衛研究所所蔵 支那-支那事変全般-127）。 
































































                                                   
165 「香港機関ヨリ總務部長宛電報」（昭和 15年 7月 15日、8月 2日）（前掲、防衛省防衛研究
所所蔵 支那-支那事変全般-127）；同上、144頁。 
166 「香港機関ヨリ次長宛電報」（昭和 15 年 8 月 9 日）（同上、防衛省防衛研究所所蔵 支那-
支那事変全般-127）。 
167 「香港機関ヨリ次長宛電報」（昭和 15年 9月 1日）（同上」）；前掲、『支那事変の回想』、146
頁。 
168 「鈴木中佐報告」（昭和 15年 9月 26日）（前掲、防衛省防衛研究所所蔵 中央-戦争指導重
要国策文書-632）。 































                                                   
169 「停戦条件」（昭和 15年 9月 29日）（防衛省防衛研究所所蔵 中央-戦争指導重要国策文書
-633「支那事変戦争指導関係資料綴 大本営陸軍部の部」）。 
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170 「藤井参事官ヨリ松岡外務大臣宛電報」（昭和 15年 7月 25日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.9
第一巻）。 
171 「日支全面和平處理方策ニ關スル試案」（昭和 15年 9月 5日）（前掲、外務省記録 A.1.1.0.30
第二巻」）。 































                                                   
172 「日支全面的和平實現ノ見地ヨリ考察セル和平條件（條約）問題」（昭和 15年 9月 5日）（同
上）。 
173 『周仏海日記』（1940年 9月 7日、9月 9日、9月 12日）。 


































                                                   
174 「支那事變急速處理方針」（昭和 15年 9月 16日）（前掲、外務省記録 A.1.1.0.30 第二巻」）。 
175 「對重慶和平交渉ノ件」（昭和 15年 10月 1日）（外務省記録 A.7.0.0.9-61「大東亜戦争関係
一件 本邦の対重慶工作関係」）。 
176 「国民政府ノ現状（要點ノミ）」（昭和 15年 10月）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.9 第一巻）。 































                                                   
177 「新国民政府ノ承認ト三国同盟條約締結ニ就テ」（昭和 15年 10月 26日）（同上）。 






















                                                   












179 「支那事變處理要綱」（昭和 15年 11月 13日）（同上）。 
































                                                   
180  「松岡外務大臣ヨリ在独来栖大使宛電報（廃案）」（昭和 15年 11月 9日）（前掲、外務省記
録 A.6.1.1.9 第一巻）。 
181 『周仏海日記』（1940年 10月 22日）；『機密戦争日誌』（昭和 15年 11月 22日）。 
182 前掲、『中国のなかの日本人』、312－318頁。 
183 参謀本部編『杉山メモ 上』原書房、1967年 1月、155頁。 
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により、早期承認に踏み切らなかった 184。しかし、ヒトラーの方針転換により、41 年 6

























                                                   
184 「堀切大使ヨリ松岡外務大臣宛電報」（昭和 16年 1月 23日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.9-2）。 
。しかし、ダルラン副総理は急に南京政府を承認し重慶と正面より断交すること
185 前掲、「南京政府の承認につき独国政府に対し正式申入れ方請訓」昭和 16年 6月 17日）『日
本外交文書 日中戦争第二冊』、1182頁。 
186 同上、「伊国政府に対し南京政府承認方申入れについて」（昭和 16年 6月 26日）、1186頁。 
187 同上、「独国の南京政府承認決定について」（昭和 16年 6月 26日）、「伊国の南京政府承認決
定について」（昭和 16年 6月 27日）、1186－1187、1188頁。 
188 同上、「独国の南京政府承認決定について」（昭和 16年 6月 26日）、「三国同盟加入国による
南京政府承認手続き等に関し独国外務次官より説明について」（昭和 16年 6月 27日）、1186
－1187、1188頁。 
189 「中村代理大使ヨリ松岡外務大臣宛電報」（昭和16年7月1日）（前掲、外務省記録A.6.1.1.9-2）。 
190 「加藤大使ヨリ松岡外務大臣宛電報」（昭和 16年 7月 2日）（同上）。 
191 前掲、「対華僑工作の観点より仏国による南京政府承認を汪兆銘希望について」（昭和 16年













                                                                                                                                                     
7月 10日）『日本外交文書 日中戦争第二冊』、1195頁。 
192 「加藤大使ヨリ豊田外務大臣宛電報」（昭和 16年 9月 6日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.9-2）。 
193 前掲、〈國民政府還都二週年紀念致詞〉《中華民國重要史料初編－對日抗戰時期第六編傀儡組
織 第三冊》、197頁。 
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第 3章 日華基本条約の実態 
第 1節 「感情ノ疎隔」 
 


























































                                                   
1 「陳公博ノ各要路トノ会談要領」（昭和 15年 5月 24日）（外務省記録 A.6.1.1.9「支那事変ニ
際シ新支那中央政府成立一件」第一巻）。 































































                                                   
2 「有田外務大臣、陳公博氏会談要旨」（昭和 15年 5月 25日）（同上）。 
3 「大使ニ對スル訓令案」（昭和 15年 6月 12日）（外務省記録 B.1.0.0.J/C 3「日華基本条約並日
満華共同宣言関係一件」第一巻） 






























                                                   


































11 月 30 日に日華基本条約が調印された後、基本条約に調印した阿部信行特命全権大使
。 
                                                   
6 「松岡外務大臣ヨリ阿部大使宛訓令」（昭和 15年 9月 21日）（外務省記録 B.1.0.0.J/C 3「日華
基本条約並日満華共同宣言関係一件」第四巻）;「日華條約締結ニ關スル復命報告書」（昭和
15年 12月）（外務省記録 B.1.0.0.J/C 3「日華基本条約並日満華共同宣言関係一件」第五巻）。 
7 外務省編纂「条約交渉妥結について」（昭和 15年 10月 1日）『日本外交文書 日中戦争第二
冊』六一書房、2011年 5月、1128－1129頁。 
8 「阿部大臣ヨリ松岡外務大臣宛電報」（昭和 15年 9月 28日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.9 第
一巻）。 
9 「日高参事官ト汪精衛トノ会談録」（昭和 15年 10月 2日）（同上）。 
10 参謀本部編『杉山メモ 上』原書房、1967年 1月、145頁。 































                                                   
11 「日華条約締結ニ關スル阿部大使復命報告書」（昭和 15年 12月 17日）（外務省記録 B.1.0.0.J/C 
3「日華基本条約並日満華共同宣言関係一件」第五巻）。 












第 2節 基本条約による制約 
 第 1項 「政令南京ヲ出ツル能ハス」 
 













14 外務省編纂、「南京国民政府側より日華基本条約改正の希望」（昭和 18 年 7 月 12 日）『日本
外交文書 太平洋戦争 第一冊』白峰社、2010年 1月、315頁。 
15 1940年 11月 30日に日本が南京政府を承認した後、ドイツ、イタリア、スペイン、フランス、
ルーマニア、ハンガリー、ブルガリア、スロバキア、クロアチア、タイ、満州国、自由イン
ド假政府なども次々と南京政府を承認した。 
16 前掲、「南京国民政府の成立に付き報告」（昭和 15年 4月 5日）『日本外交文書 日中戦争第
二冊』、1072頁。 




過 第四冊》、中國國民黨中央委員會黨史委員會、民國 70年 9月、43頁;人民出版社编辑、〈在
七七事变五十周年纪念会上的讲话〉《七七事变五十周年纪念文集》、人民出版社、1987 年 8


























1940年 11月 30日に日華基本条約が締結されると、南京政府側は同日に早速 12月中に
。そのため、汪側は日本側の制限について不満を
感じていながらも、日本側に合わせる形でその政策を遂行するしかなかった。 
                                                                                                                                                     
月、9页。 
18『周仏海日記』 (1940年 4月 24日)。 
19 「中國主權尊重原則實行等ニ關スル中國側希望及之ニ對スル日本側回答要旨」（昭和 14年 11




21 前掲、「李士群警政部次長による新中央政府の内部觀察につき報告」（昭和 15 年 3 月 29 日）
『日本外交文書 日中戦争第二冊』、1065頁。 



























                                                   
22 去年的一年是調整邦交條約之締結，今年的一年是調整邦交條約之實行。 
」と、南京政府の政治、経済は依然として改善を要す
23 汪精衛〈所望於中華民國三十年者〉《和平反共建國文獻 上巻 第 1輯 中國之部》中央書報
發行所、199－202頁；「阿部大使ヨリ松岡外務大臣宛電報」（昭和 15年 11月 30日、昭和 15
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28 中華日報（1941年 3月 31日）汪精衛〈國民政府還都一年〉、2頁。 
29 『畑俊六日誌』（昭和 16年 4月 13日）。 
30 前掲、「汪側より訪日希望申入れについて」（昭和 16 年 4 月 17 日）『日本外交文書 日中戦
争 第二冊』、1171頁。 
31 同上、「今次訪日の目的は南京政府強化問題の協議にある旨汪兆銘強調について」（昭和 16
日 5月 6日）、1171頁。 
































                                                   
32 「日本政府ニ對スル希望譯文」（昭和 16年 5月 13日）（前掲、外務省記録 A.1.1.0.33） 





























                                                   
33 「汪精衛氏ニ對スル應對要領」」（昭和 16年 6月 11日）、「國民政府ニ對スル借款供與方ニ關
スル件」（昭和 16 年 6 月 21 日）、「國民政府ニ對スル借款供與方ニ關スル件」（昭和 16 年 6
月 21日）（同上） 
。39年 9
34 「近衛・汪共同聲明」（昭和 16年 6月 23日）（同上） 
35 「中國主權尊重原則實行等ニ關スル中國側希望及之ニ對スル日本側回答要旨」（昭和 14年 11































                                                                                                                                                     
月 1日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.8-3 第六巻）。 
。 
36 多田井喜生編「新中央政権樹立ニ対処スベキ財政政策」（昭和 14年 9月 21日）『続・現代史
資料 11 占領地通貨工作』みすず書房、1983年 10月、237頁。 
37 秦孝儀主編〈汪逆偽政權發表財政政策〉《中華民國重要史料初編－對日抗戰時期第六編傀儡
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税収の直接納入について、4 月 3 日、周は財政政策の発表に先立って、早速、和平工作
を共に推進してきた元政友会議員の犬養健と軍票、華北財政統一問題などについて意見を
交換した。そして、4 月 8 日には岡田酉次経済兼軍事顧問と統税、関税の国庫納入解除問

















                                                                                                                                                     




38 『周仏海日記』 (1940年 4月 3日、1940年 4月 8日)。 
39 前掲、「上海海関剰余金を充当した新中央政府に対する四千万元貸付について」（昭和 15日 2
月 27日）『日本外交文書 日中戦争 第二冊』、1366頁。 
40 『周仏海日記』(1940年 5月 10日)。 







44 中国第二历史档案馆编『汪伪中央政治委员会暨最高国防会议会议录 第 4册』广西师大出版
社、2002年 9月、293、300页。 



























                                                   
45 前掲、〈「中」日新關係調整綱要〉《中華民國重要史料初編－對日抗戰時期第六編傀儡組織 第
三冊》、312頁。 
46 『周仏海日記』(1940年 9月 18日、1941年 5月 6日)。 
47 前掲、「新中央政府財政問題ニ關聯シ日本側ニ対スル希望」（昭和 14年 9月）『支那事変の回
想』、319－321頁；「中國主權尊重原則實行等ニ關スル中國側希望及之ニ對スル日本側回答要
旨」（昭和 14年 11月 1日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.8-3 第六巻）。 
48 『周仏海日記』(1940年 6月 24日)；前掲、〈「中」日新關係調整綱要〉《中華民國重要史料初
編－對日抗戰時期第六編傀儡組織 第三冊》、313頁。 
49 前掲、〈戰地敵偽金融機構〉（1940年 4月 17日）《中華民國重要史料初編－對日抗戰時期第六
編傀儡組織 第四冊》、1178頁。 





























                                                   
50 『周仏海日記』(1940年 4月 24日)。 
。 
51 前掲、「中央儲備銀行の設立とその概要」（昭和 15年 6月 7日）『続・現代史資料 11 占領地
通貨工作』、358頁；『周仏海日記』(1940年 5月 3日)。 
52 「陳公博ノ各要路トノ会談要領」（昭和 15年 5月 24日）（前掲、外務省記録 A.6.1.1.9 第一
巻）。 
53 前掲、「中支通貨方針案」（昭和 15年 7月 25日）『続・現代史資料 11 占領地通貨工作』、354
頁。 






























                                                   
54 同上、364頁。 
。また、日本側が準備した中央銀行に関する提案では
55 前掲、「新中央銀行設立ニ伴フ中支通貨處理ニ關スル件」（昭和 15 日 9 月 10 日）『日本外交
文書 日中戦争 第二冊』、1513頁。 
56 前掲、「貨幣整理暫行弁法草案及説明ニ対スル日本側意見」（昭和 15年 9月 4日）『続・現代
史資料 11 占領地通貨工作』、270頁。 
57 同上、「中央儲備銀行法草案及暫行貨幣弁法草案（日本側案）ニ対スル支那側意見」（昭和 15
年 10月 5日）、371頁。 
58 同上、「大蔵事務官ヨリ理財局外事課長宛」（昭和 15年 10月 21日）、374頁。 


























が、双方合意の下で中央儲備銀行は翌 41年 1月 6日に南京で正式に業務を開始した。 
62。汪の要望を受けて、南京大使館における新通貨対策委員会
は 8月 13日に、「中央儲備銀行券ノ流通促進ニ関スル件」を決定した。同委員会は「関税、
統税、塩税及其ノ他公租公課ノ納付ニ付従来旧法幣ノ併用」を廃して、9 月 1 日より中央
儲備券のみで徴収することにした 63
                                                   
59 『周仏海日記』(1940年 10月 25日)。 
。 
60 同上(1940年 12月 17日)。 
61 同上 (1940年 12月 17日)；前掲、「中央儲備銀行設立ニ関スル覚書」（昭和 15年 12月 13日）
『続・現代史資料 11 占領地通貨工作』、273頁。 
62 同上 (1941年 6月 23日) 
63 前掲、「中央儲備銀行券ノ流通促進ニ関スル件」（昭和 16年 8月 13日）『続・現代史資料 11 
占領地通貨工作』、523頁。 


























                                                   





65 同上(1941年 11月 7日、1941年 11月 12日)；「周佛海函汪兆銘新舊法幣應否脫離一事請於
全會後召陳公博陳君慧梅思平等長談決定政府最後方針俾與日方接洽」（1941年 11月 9日）
『汪兆銘史料汪兆銘史料-文件-函電與函件』國史館藏、典藏號：118-010100-0037-004、入藏
登入號：118000000052A；前掲、「法幣下落ニ伴フ国民政府財政竝金融対策」（昭和 16 年 11
月 7日）『続・現代史資料 11 占領地通貨工作』、529頁。 
66 「支那側挙事計画」（昭和 13年 11月 15日）（防衛省防衛研究所所蔵 支那-支那事変全般-396
「渡辺工作ノ現況」）。 
67 「渡辺工作（第 2期計画」（昭和 14年 2月）（同上）。 

































                                                   
68 「中国主権尊重原則実行ニ関シ日本ニ対スル要望」（昭和 14年 6月 15日）（前掲、外務省記
録 A.6.1.1.8-3 第十巻）。 
69 「中國主權尊重原則實行等ニ關スル中國側希望及之ニ對スル日本側回答要旨」（昭和 14年 11
月 1日）（同上、第六巻）。 
70 陶希聖著、包遵彭等編攥〈日汪偽約十論〉《中國近代史論叢 第 1輯第 9冊》正中書局、1956
年 8月、237、242頁。 













                                                   
71 防衛庁防衛研究所戦史室『北支の治安戦 一』朝雲出版社、1968年、454－456頁。 
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第4章 日中関係の転換点 
第 1節 中国問題をめぐる日米の姿勢 
 第 1項 四原則を堅持するアメリカ 
 
1940年 11月 30日に日華基本条約が締結された後、日本側は汪の 1941年 5月の訪日を
契機に基本条約の実現に向けて、南京政府が直面する政治面、経済面などの問題改善に協
力することで、南京政府の実力強化を図った。それと同時に、日本側は前述した 1939 年

















めてきた日米間の交渉に協力することとなった。4 月 5 日、岩畔は交渉の基礎となる試案
を作成するために、ルーズベルト大統領につながる郵政長官ウォーカーに通じるドラウト
。 
                                                   
1 「對外施策方針要綱」（昭和 14年 12月 28日）（外務省記録 A.1.1.0.30「支那事変関係一件」
第七巻」）。 
2 Colonel Iwakuro, according to a reliable source, is one of the most important leaders of the young 
officers’ group and has the complete confidence of the Minister of War. 
3 The Ambassador in Japan (Grew) to the Secretary of State, February 27, United States Department of 
State, FRUS diplomatic papers, 1941: The Far East, Vol. 4, p.53. 
4 He expressed the opinion that war between Japan and the United States would not occur unless 
America resorted to military operations or declared war against Germany. Regarding China, he said 
that a merger of the Governments of Chiang Kai-shek and Wang Ching-wei was necessary. 
5 The Ambassador in Japan (Grew) to the Secretary of State, March 13, FRUS op. cit., p.75. 
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6 The present proposal, in the section describing possible peace terms between China and Japan, 
contains those words of ominous connotation “joint defense against communist activities”. In 
previous drafts there was expressed provision that the Chinese Government would itself assume 
responsibility for suppression of communistic activities within Chinese territory. The wording of the 
present proposal would permit Japan to demand, as it has consistently demanded for at least five years, 
the right to station Japanese troops in China for the purpose indicated. With such a provision, the 
present proposal with regard to a settlement of the conflict between China and Japan represents no 
recession in fact from the terms embodied in the treaty between Japan and the Wang Ching-wei 
regime. 
7 Memorandum Prepared for the Secretary of State, April 10, FRUS op. cit., p.135. 
































                                                   
8 「野村大使ヨリ近衛外務大臣宛電報」（昭和 16 年 4月 17 日）（外務省記録 A.1.3.1.1-3「日、
米外交関係雑纂」第一巻）。 
9 Memorandum by the Sexretary of State, April 16, FRUS 1931-1941, Vol. 2, pp. 406-410. 





























                                                   
10 1、Respect for the territorial interity and the sovereignty of each and all nations.  2、Support of the 
principle of non-interference in the internal affairs of other countries. 3、Support of the principle of 
equality, including equality of commercial opportunity. 4、Non-disturbance of the status quo in the 
Pacific except as the status quo may be altered by peaceful means. 
11 「野村大使ヨリ松岡外務大臣宛電報」（昭和 16年 5月 8日）（前掲、外務省記録 A.1.3.1.1-3
第一巻）。 
12 「野村大使ヨリ近衛外務大臣宛電報」（昭和 16年 4月 17日）（同上）。 
13 参謀本部編『杉山メモ 上』原書房、1967年 1月、200頁。 
14 同上、205頁。 
15 「松岡大臣ヨリ野村大使宛電報」（昭和 16年 5月 12日、5月 13日）（前掲、外務省記録
A.1.3.1.1-3 第一巻）。 
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返答を示さなかったが、三国同盟による日本の参戦義務、中国からの日本軍撤兵について






















                                                   
16 Memorandum by the Sexretary of State, June 2, FRUS op. cit., pp. 454-455; Oral Statement Handed 
by the Secretary of State to the Japanese Ambassador (Nomura), June 21, FRUS 1931-1941, Vol. 2, 
pp. 485-486. 
17 The Japanese Government having communicated to the Government of the United States the general 
terms within the framework of which the Japanese Government will propose the negotiation of a 
peaceful settlement with the Chinese Government, which terms are declared by the Japanese 
Government to be in harmony with the Konoe principles regarding neighborly friendship and mutual 
respect of sovereignty and territories and with the practical application of those principles, the 
President of the United States will suggest to the Government of China that the Government of China 
and the Government of Japan enter into a negotiation on a basis mutually advantageous and 
acceptable for a termination of hostilities and resumption of peaceful relations. 
18 Draft Proposal Handed by the Secretary of State to the Japnese Ambassador (Nomura), June 21, 
FRUS op. cit., p. 488. 































                                                   
19 「情勢ノ推移ニ伴フ帝國國策要綱」（昭和 16年 7月 2日）（防衛省防衛研究所所蔵 中央-戦
争指導重要国策文書-1065「情勢の推移に伴う帝国国策要綱 御前会議議事録」）。 
































                                                   
20 「第三十八回連絡懇談會」（昭和 16年 7月 10日）（防衛省防衛研究所所蔵 中央-戦争指導重
要国策文書-1128「大本営政府連絡会議議事録 其の一」）。 
21 「第三十九回連絡懇談會」（昭和 16年 7月 12日）（同上）。 
22 『木戸幸一日記』（昭和 16年 7月 15日、7月 17日、7月 18日）。 
































                                                   
23 「第四十回連絡會議」（昭和 16 年 7 月 21 日）（前掲、防衛省防衛研究所所蔵 中央-戦争
指導重要国策文書-1128）。 
24 参謀本部編『杉山メモ 上』原書房、1967年 1月、276－277頁。 
25 『木戸幸一日記』（昭和 16年 7月 31日）；『機密戦争日誌』（昭和 16年 8月 2日、8月 23日）。 






























                                                   
26 「豊田大臣ヨリ野村大使宛電報」（昭和 16 年 8 月 7 日）（前掲、外務省記録 A.1.3.1.1-3 第
二巻）。 
。そして、「日本が現在のような軍事的な行動を考えていては、日本政府と太
27 「豊田外相ヨリ野村大使宛電報」（昭和 16年 8月 5日）、「野村大使ヨリ豊田外相宛電報」（昭
和 16年 8月 6日）（同上）。 
28 「野村大使ヨリ豊田外相宛電報」（昭和 16年 8月 6日）（同上）。 





























                                                   
29 He (Hull) felt very discouraged indeed and felt doubrful that there was any prospect of being able 
to deal at this time with any proposal of the Japanese Government relating to the establishment of 
peaceful relations in the Pacific such as the Japanese Government appeared to have in mind. 
。9
月 6日の御前会議で決定された「帝国国策遂行要領」ではその意見を取り入れた形で 
30 Memorandum of a Conversation, August 6, FRUS op. cit., pp. 546-548. 
31 「豊田大臣ヨリ野村大使宛電報」（昭和 16年 8月 26日）（前掲、外務省記録 A.1.3.1.1-3 第
二巻）。 
32 「第五十回連絡會議」（昭和 16年 9月 3日）（防衛省防衛研究所所蔵 中央-戦争指導重要国
策文書-1131「大本営政府連絡会議議事録 其の二」）。 































































                                                   
33 「帝國國策遂行要領」（昭和 16年 9月 6日）（防衛省防衛研究所所蔵 中央-戦争指導重要国
策文書-1067「帝国国策遂行領要 御前会議議事録」）。 
34 「日米交渉ニ関スル件」（昭和 16年 9月 2日）（前掲、外務省記録 A.1.3.1.1-3 第三巻）。 































                                                   
35 「日米交渉ニ關スル件」（昭和 16年 9月 3日）（同上、第八巻）。 
。 
36 「日米協定案ニ關スル七月十日政府統率部連絡會議ニ於ケル説明摘要」（昭和 16 年 7 月 10
日）（同上、第一巻）。 
37 「日米交渉要綱」（昭和 16年 9月 1日）（同上、第八巻）。 
38 「日支和平解決基礎條件」（昭和 16年 9月 1日）（同上）。 




























                                                   




40 「日華基本条約」（昭和 15年 11月 30日）（外務省記録 B.1.0.0.J/C 3「日華基本条約並日満華
共同宣言関係一件」第六巻） 
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41 「日支和平基礎條件」（昭和 16年 9月 13日、9月 20日）（前掲、外務省記録 A.1.3.1.1-3 第
三巻）。 
42 「日米間了解案」（昭和 16年 9月 1日）（同上、第八巻）。 
















第 3項 駐兵問題が焦点 
 











                                                   
43 「日本國「アメリカ」合衆國間國交調整ニ關スル了解案」（昭和 16年 9月 20日）（同上、第
三巻）。 
44 In spite of the lack of precedent in Japanese history for a Prime Minister to go abroad to confer with 
the head of a foreign Government, Prince Konoye is nevertheless determined to meet with President 
Roosevelt. In thus seeking to adjust its relations with the United States, for the welfare of humanity 
as a whole as well as for the sake of the two countries directly concerned, Japan’s sincerity is evident. 
45 Memorandum by the Ambassador in Japan (Grew), September 27, FRUS op. cit., pp. 641-645. 






















側の覚書を受けた後、中国及び仏印からの撤兵に年限を設ける回答案を作成して 10 月 4
日の連絡会議でそれを提示した 48
                                                   










47 「豊田大臣宛野村大使發電報寫」（昭和 16年 10月 4日）（同上）。 
48 「豊田大臣発野村大使宛電報」（昭和 16年 10月 6日）（同上）。 





























そして、10 月 14 日の閣議が始まる前に、近衛は「日米交渉ハ六カシイカ駐兵問題ニ何
。 
                                                   
49 「第五十七回連絡會議」（昭和 16 年 10 月 4 日）（前掲、防衛省防衛研究所所蔵 中央-戦争
指導重要国策文書-1131）。 
50 『機密戦争日誌』（昭和 16年 10月 5日）。 
51 同上、（昭和 16年 10月 6日）。 
52 「日米交渉ニ關スル外務大臣所信」（昭和 16 年 10 月 13 日）（前掲、外務省記録 A.1.3.1.1-3
第十二巻）。 
53 「十月十二日五相會議」（昭和 16年 10月 12日）（前掲、防衛省防衛研究所所蔵 中央-戦争
指導重要国策文書-1131）。 
































                                                   
54 「閣議ニ於ケル陸軍大臣説明ノ要旨」（昭和 16年 10月 14日）（同上）。 
55 『木戸幸一日記』（1941年 10月 16日）。 
56 「東郷大臣ヨリ野村大使宛電報」（昭和 16年 11月 4日）（前掲、外務省記録 A.1.3.1.1-3 第
十二巻）。 






























                                                   
57 「帝國國策遂行要領」（昭和 16年 11月 5日）（防衛省防衛研究所所蔵 中央-戦争指導重要国
策文書-1069「帝国国策遂行要領 御前会議議事録」）。 
58 「第六十六回連絡會議」（昭和 16 年 11 月 1 日）（前掲、防衛省防衛研究所所蔵 中央-戦争
指導重要国策文書-1131）。 
59 「第六十六回連絡會議」（昭和 16年 11月 1日）（同上）。 
60 「第六十六回連絡會議」（昭和 16年 11月 1日）（同上）。 






























                                                   
61 「軍事参議會ニ於ケル質問要旨」（昭和 16年 11月 4日）（防衛省防衛研究所所蔵 中央-戦争
指導重要国策文書-1096「軍事参議院参議会議事録」）。 
62 「対米英蘭蔣戦争終末促進ニ関スル腹案」（昭和 16 年 11 月 15 日）（防衛省防衛研究所所蔵 
中央-戦争指導重要国策文書-1118「重要国策決定綴 巻一」）。 














第 2節 南京政府参戦 
第 1項 参戦意志とその背景 
 









                                                   
63 『畑俊六日誌』（昭和 16 年年 12 月 8 日）；「日高代理大使ヨリ東郷外務大臣宛電報」（昭和





年 12月 21日）『日本外交文書 太平洋戦争 第一冊』白峰社、2010年 1月、157－158頁。 






























                                                   
65 同上、「南京国民政府の対日協力に関する影佐少将と梅思平実業部長との会談」（昭和 16 年
12月 10日）、143－144頁。 
66 同上、「南京国民政府の参戦を差当り待機させるための説明振りにつき請訓」（昭和 16年 12
月 21日）、157－158頁。 
67 『畑俊六日誌』（昭和 16年 12月 27日）。 
68 参謀本部編『杉山メモ 下』原書房、1967年 3月、156頁。 
69 『畑俊六日誌』（昭和 16 年 12 月 8 日）；金雄白著『汪政權的開場與收場 上』李敖出版社、
1988年 1月、196頁。 
70 『周仏海日記』(1941年 12月 14日、1941年 12月 21日、1942年 2月 3日、1942年 5月 24
日)。 








































































77 國民政府宣傳部編「高級将校戰略演習結束講詞」（1941年 12月 17日）『汪主席和平建國言論
集 續集』中央書報發行所、1942年 12月、313－316頁。 

























                                                   
78 前掲、「今次訪日の目的は南京政府強化問題の協議にある旨汪兆銘強調について」（1941日 5





79 前掲、「高級将校戰略演習結束講詞」（1941年 12月 17日）『汪主席和平建國言論集 續集』、
313－316頁。 
80 『畑俊六日誌』（昭和 16年 3月 27日）。 
81 「阿部大使ヨリ有田外務大臣宛電報」（1940年 6月 16日）（外務省記録 A.6.1.1.9「支那事変
ニ際シ新支那中央政府成立一件」第一巻）。 
82 中央档案館編「中央軍委総政治部関于太平洋戦争爆発後敵偽及敵占領区人民的宣伝与工作的
指示」（1941 年 12 月 17日）『中共中央文献選集 第 13 巻』中共中央黨校出版社、1991 年 6
月、268頁。 
83 『周仏海日記』（1943年 3月 2日）。 
84 同上、(1943年 3月 8日）。 





























                                                   
85 『畑俊六日誌』（昭和 17年 2月 6日）。 
86 臼井勝井編「曾走路我記」『現代史資料 13 日中戦争 5』みすず書房、1966年 7月、389
頁；前掲、「南京国民政府の参戦を差当り待機させるための説明振りにつき請訓」（1941 年
12 月 21 日）『日本外交文書 太平洋戦争 第一冊』、157－158 頁；『畑俊六日誌』（昭和 16
年 12月 27日）；『周仏海日記』(1941年 12月 8日)。 
87 「周佛海電汪兆銘晤東條等如須提及中國參戰問題請先與後宮重光一談及殷汝耕願就經委會常
委日內晉京」（1942 年 7 月 10 日）『汪兆銘史料-文件-函電與函件』國史館藏、典藏號、
118-010100-0025-037、入藏登入號：118000000018A；前掲「南京国民政府の参戦問題や対重
慶工作等に関する東郷外相と周仏海との会談」（昭和 17年 7月 17日）『日本外交文書 太平
洋戦争 第一冊』、167頁。 
88 同上、「南京国民政府の参戦問題や対重慶工作等に関する東郷外相と周仏海との会談」（1942
年 7月 17日）、166頁。 
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同時に調印、発表した「日滿華共同宣言」、「日華共同声明」、そして太平洋戦争勃発直前の
























                                                   









































                                                   




94 「龍雲電蔣中正汪兆銘臨行謂與日有約須到港商洽中日和平事件」（1938年 12月 21日）『 蔣中
正総統文物-革命文獻-抗戰時期』國史館藏、典藏號：002-020300-00003-009、入藏登入號：
002000000357A。 












































103 前掲、「近衛首相と汪兆銘による日華共同声明」（昭和 16年 6月 23日）『日本外交文書 日
中戦争 第二冊』、1184頁。 


























                                                   
104 前掲、「「國民政府汪主席」對太平洋戦争之聲明」『中華民國重要史料初編－對日抗戰時期第
六編傀儡組織 第三冊』、444頁。 
105 南京市档案館編「陳公博之答辯書」（1946年 3月）、「 褚民誼之答辯書」（1946年 3月）『審訊
汪偽漢奸筆録 上』江蘇古籍出版社、1992年 7月、48－49、304－305頁；『周仏海日記』（1942
年 12年 30日、1943年 1月 13日）。 
106 和平運動開始至今，我們努力於收拾事變，如今已由收拾事變而發展到保衛東亞之戰爭了。 



































                                                   
110 前掲、「南京国民政府等に関する東郷外相と周仏海との第二回会談」（昭和 17年 7月 29日）
『日本外交文書 太平洋戦争 第一冊』、173－174頁。 
。
協議の末、永野の譲歩により、大本営政府連絡会議は「帝國ハ國民政府ノ参戰希望ヲ容レ
111 『周仏海日記』(1942年 9月 17日、1942年 9月 22日)；『畑俊六日誌』（1942年 9月 26日）。 
112 前掲、『杉山メモ 下』、155－157頁。 


























                                                   
113 「國民政府ノ参戰竝ニ之ニ伴フ對支措置ニ關スル件」（昭和 17年 10月 29日）（防衛省防衛







114 前掲、『杉山メモ 下』、180－183頁。 
115 前掲、「國民政府參戰ニ伴フ諸準備ニ關スル件」（昭和 17年 11月 27日）『日本外交文書 太
平洋戦争 第一冊』、181頁。 
116 前掲、『杉山メモ 下』、321頁。 




























































                                                   
117 前掲、「南京国民政府の参戦問題等に関する東条首相と汪兆銘との第一回会談」（昭和 17年
12月 21日）『日本外交文書 太平洋戦争 第一冊』、192－194頁。 
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第 5章 対中政策の根本転換 
 第 1節 不平等条約の撤廃 






























                                                   
1 「帝國政府ノ對米通牒覺書」（昭和 16年 12月 6 日）（外務省記録 A.1.3.1.1-3「日、米外交関
係雑纂」第十巻）。 
2 『東京朝日新聞』（昭和 16年 12月 13日）。 
3 「内閣總理大臣ノ演説」（昭和 17年 1月 22日）「第七十九回貴族院議事速記録第二號」。 




























という趣旨の下で、38 年 1 月 11 日に行われた御前会議では今後の事変処理について規定
。 
                                                   
4 「外務大臣ノ演説」（昭和 17年 1月 22日）「同上」。 
5 「滿洲國ニ於ケル帝國ノ治外法權ノ撤廢及南滿洲鐵道附属地行政權ノ調整乃至移讓ニ關スル

































                                                   
7 「支那事變處理根本方針」（昭和 13年 1月 11日）（外務省記録 A.1.1.0.30「支那事変関係一件」
第一巻）。 
8 「日支新關係調整方針」（昭和 13年 11月 30日）（同上、第十五巻）。 
9 「日支新關係調整要綱ニ關スル御前会議次第」、「日支新關係調整要項ニ關スル御前會議次第」
（昭和 13年 11月 30日）（同上）。 





























                                                   

































                                                   
13 The Government of the United States, in continuation of steps already taken toward meeting China’s 
aspirations for readjustment of anomalies in its international relations, expects when conditions of 
peace again prevail to move rapidly, by processes of orderly negotiation and agreement with the 
Chinese Government, toward relinquishment of the last of certain rights of a special character which 
this country, together with other countries, has long possessed in China by virtue of agreements 
providing for extraterritorial jurisdiction and related practices. 
。 
14 The Secretary of State to the Appointed Chinese Minister for Foreign Affairs (Quo Tai-chi), May 31, 
FRUS 1931-1941, Vol. 1, pp.929-930. 
15 「治外法權撤廢ニ關スル英支交渉ヲ報セル重慶發「ロイター」電報告ノ件」（昭和 16年 7月
16日）（外務省記録 A.1.1.0.30-5-1-1「支那事変関係一件 支那事変ニ伴フ状況報告」第五巻）。 
16 Desire to see no territorial changes that do not accord with the freely expressed wished of the peoples 
concerned. 
17 Respect the right of all peoples to choose the form of government under which they will live; and 
they wish to see soverign rights and self government restored to those who have been forcibly 
deprived of them. 
18 Joint Statement by President Roosevelt and Prime Minister Churchill, August 14, FRUS 1941 
General, The Soviet Union, Vol. 1, p.368；「第二次大戰勃發前後ニ於ケル民主主義國側ノ世界機
構ニ關スル新構想」（昭和 18 年 10 月）（外務省記録 A.7.0.0.8-43「第二次欧州戦争関係戦後
経営問題」）。 
19 「米側オーラル」（昭和 16年 11月 26日）（前掲、外務省記録 A.1.3.1.1-3 第十巻）。 























                                                   














































                                                   
22 「重光大使ヨリ東郷外務大臣宛電報」（昭和 17年 8月 19日）、「日華提携の大道以外中っ國
復興の途なし」（昭和 17年 8月 29日）（外務省記録 A.7.0.0.9-5-3「大東亜戦争関係一件 各
国ノ態度 中華民国（国民政府）」）。 
23 「重光大使ヨリ東郷外務大臣宛電報」（昭和 17年 8月 19日）、「日華提携の大道以外中っ國
復興の途なし」（昭和 17年 8月 17日）（同上）。 
24 「國民政府ノ英清南京條約破棄ニ關スル件」（昭和 17年 8月 19日）（同上）。 


























                                                   
25 Would undoubtedly be seized upon by the enemy as a basis for charging that this Government’s 





26 Retention until that time of extraterritorial and other related rights will give this Government a 
bargaining factor of some importance. 
27 Relinquishment of extraterritorial and other special rights would thus be in line with and a 
manifestation of the war aims of the United Nations 
28 Memorandum by the Chief of the Division of Far Eastern Affairs (Hamilton), March 27, FRUS 1942 
China, pp. 271-274. 
29 There is not at this moment special need for special action on our part in support of Chinese morale 
or by way of conciliating the Chinese. I see no good reason for us to “play this card” at this time. 




























                                                   
30 There may come a time when we will need a card and when it would be advantageous for us to have 
this card and opportune for us to play it. We should make such preparations as would put us in 
position to move promptly and well if, when and as occasion arises. 
31 Memorandum by the Adviser on Political Relations (Hornbeck), April 9, FRUS op. cit., pp. 274-275. 
32 Memorandum by the Chief of the Divison of Far Eastern Affairs (Hamilton) to the Under Secretary 
of State (Welles), April 13, ibid, p. 275. 
33 At the present juncture would be construed merely as the fruit of a sense of weakness and that it 
would therefore be unlikely to produce the desired effect. For this reason they consider that they must 
wait until the tide begins to turn against the Japanese. 
34 Memorandum by the Secretary of State of a Conversation with the British Ambassador (Halifax), 
April 25, FRUS op. cit., pp. 275-277. 
35 The Secretary of State to the British Ambassador (Halifax), May 6, ibid, pp. 277-278. 





















                                                   
36 But let once the point be reached, at which they reach a conclusion that aid cannot or will not reach 
them, that their hope and confidence evaporate – at and from that point there will be no reason for 
them not to say to themselves that the chance of the United Nations defeating Hitler and Japan is 
certainly not better than fifty-fifty and the sensible course for them to follow is to make with Japan 





37 China no longer in the war, China’s soil no longer available to the United Nations for operations 
against Japan; China’s natural resources and man power available to Japan for operations against 
Japan’s remaining enemies (Great Britain and the United States). 
38 Memorandum by the Adviser on Political Relations (Hornbeck), May 20, FRUS op. cit., pp. 49-52. 
39 Changing Chinese attitude arises from disappointment at the meagerness of military assistance 
furnished the Chinese, from a feeling of being neglected as regards expedition of military supplies, 
particularly airplanes, in favor of Allied forces elsewhere, and from resentment at the emphasis which 
is being placed by the United States and Great Britain on the European front at the expense of current 
military efforts against Japan. 
40 Memorandum by the Chief of the Division of Far Eastern Affairs (Hamilton), May 20, FRUS op. cit., 
pp. 53-54. 
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統領の下に届いた 41。そのうえに、5月 23日には宋美齢夫人から、5月 27日には蔣介石か
らルーズベルトへの書簡が相次いで届き、アメリカ側の早急の援助を要望した 42
また、前述したように 6月末から日本側が今回の戦争を英米の圧迫を排除する「解放戦」























                                                   
41 The Ambassador in China (Gauss) to the Secretary of State, May 22, ibid, p. 55. 
42 Madame Chiang Kai-shek to Mr. Lauchlin Currie, May 23; Generalissimo Chiang Kai-shek to 
President Roosevelt, May 27, ibid, pp55-58. 
43 The vital strategic importance of the China front, which can be perceived even now, will become 
even more apparent should the Japanese army lauch an attack on Soviet Russia in the Far East. Such 
an attack would demonstrate the organtic unity of war in the Atlantic, war in Europe, and war in the 
Pacific. 
44 Robert W. Barnett, “Isolated China,” Far Eastern Survey Vol.11, No.15 (1942): 167-169, accessed 
July 17, 2013, doi: 10.2307/3021724. 
45 Although this is not an entirely opportune moment to take some affirmative steps in the matter, it is 
doubtful whether any much more favorable occasion is likely to occur in the near uture. On the 
contrary, we might later, because of the natural trends of political thinking in China as well as in this 
and other countries, find ourselves in a position less advantageous than at the present while the 
question of initiative is within our control. 
46 The Secretary of State to the Ambassador in the United Kingdom (Winant), August 27, FRUS op. cit., 
pp.282- 


























                                                   
47 (a) some psychological and political benefit to the cause of the United Nations which would be of 
concrete assistance to China and thus tend to strengthen the determination of that country in its war 
effort; (b) the wiping out once and for all of an existing anomaly in our relations with China and (c) 
the achievement of agreement in principle to regularize in China the usual rights normally accruing 
to American and British nationals in friendly foreign countries. 





51 「大公報」（1942年 10月 11日）。 
52 使中國一般民眾對於友敵之分，善惡之分，以及文明勢力與侵略暴力之分，得到一更顯明的認
識。在淪陷區中敵人的虛偽宣傳，將因此而受打擊。 
53「大公報」（1942年 10月 14日）。 
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第 2節 対支新政策 




























































                                                   
54 外務省編纂「華北鉄道問題に関するわが方態度が汪工作全般に及ぼす悪影響に鑑み交渉方針
の再検討方田尻書記官より意見具申」（昭和 14 年 11 月 22 日）『日本外交文書 日中戦争第
二冊』六一書房、2011年 5月、1000－1001頁。 
55 同上、「時局に関する田尻書記官の観測」（昭和 14年 12月 6日）、1006－1007頁。 
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ると警鐘を鳴らした 56




























                                                   
56 同上、「對重慶和平工作との整合性を考慮し新政府樹立に際して汪側との内約条件の緩和を
考慮すべき旨意見具申」（昭和 15年 2月 24日）、1055-1056頁。 
。有田もまた 40年 6月 19日に、汪側と条約内
57 同上、「列強諸国による速やかな南京政府承認を慫慂すべき旨意見具申」（昭和 15年 4月 11
日）、1080-1081頁。 
58 「事變處理ト之ニ對スル外交的措置」（昭和 14年 10月 24日）（前掲、外務省記録 A.1.1.0.30






そして、1941 年 10 月に入閣した東郷茂德外相も同様な見解を示した。当時、中国に関


























                                                                                                                                                     
第七巻）。 
59 「新中央政府樹立一件（條約交渉等ノ説明）」（昭和 15 年 6 月 19日）（外務省記録 A.6.1.1.9
「支那事変ニ際シ新支那中央政府成立一件」第一巻）。 
60 東郷茂德『東郷茂徳外交手記―時代の一面―』原書房、1967年 2月、301頁。 
61 「情勢ノ推移ニ伴フ對重慶屈伏工作ニ關スル件」（昭和 16 日 12 月 24 日）（外務省記録
A.7.0.0.9-61「大東亜戦争関係一件 本邦の対重慶工作」）。 



























備する所なかるべからず」と考えた東郷外相は 42年 1月 20日の大本営政府連絡会議で、
。 
                                                   
62 「内閣總理大臣ノ演説」（昭和 17年 1月 22日）「第七十九回帝國議会貴族院議事速記録
第二號」。 
63 外務省編纂「開戦後における重慶側動向及び対重慶切崩し工作に関する汪兆銘との会談につ
いて」（昭和 17日 1月 29日）『日本外交文書 太平洋戦争 第一冊』白峰社、2010年、368
－369頁。 



































                                                   
64 前掲、『東郷茂徳外交手記―時代の一面―』、292頁。 
65 「「在支接収敵性權益ト國民政府トノ調整ニ關スル件」説明資料」（昭和 17年 1月 17日）（外
務省記録 A.7.0.0.9-52「大東亞戦争関係一件 戦時中ノ重要国策決定文書集」）。 
66 「第七十九回連絡會議」（昭和 17 年 1 月 20 日）（防衛省防衛研究所所蔵 中央-戦争指導重
要国策文書-1133「大本営政府連絡会議議事録 其の三」）。 
67 前掲、『東郷茂徳外交手記―時代の一面―』、301頁。 































                                                   
68 同上、302頁。 
69 同上、301頁；「第九十二回連絡會議」（昭和 17年 3月 7日）（前掲、防衛省防衛研究所所蔵 
中央-戦争指導重要国策文書-1133）。 






















した 41年 12月 24日の連絡会議での東條の發言は、その考え方をよく表している 73
東條が条約改訂に反対しなかったもう一つの理由は天皇の意向とも関係していた。開戦









                                                   
70 前掲、「対重慶全面和平に関する重光大使と陳公博との会談について」（昭和 17日 3月 9日）




73 「第七十七回連絡會議」（昭和 16年 12月 24日）（防衛省防衛研究所所蔵 中央-戦争指導重
要国策文書--1131「大本営政府連絡会議議事録 其の二」）。 
74 木戸日記研究会編『木戸幸一関係文書』東京大学出版会、1966年 11月、45頁。 






























に対して基本的には静観する姿勢をとっていた。開戦直前の 1941年 12月 2日、参謀本部
は開戦決定に伴う大本営の支那派遣軍に対する命令を伝達するため、支那派遣軍の後宮淳
                                                   
75 「軍事参議會ニ於ケル質問要旨」（昭和 16年 11月 4日）（防衛省防衛研究所所蔵 中央-戦争
指導重要国策文書-1096「軍事参議院参議会議事録」）。 
76 前掲、『木戸幸一関係文書』、45頁。 





























                                                   
77 「第一部長連絡要旨」（昭和 16年 12月 2日）（防衛省防衛研究所所蔵 中央-作戦指導上奏-1
「昭和 16年 上奏関係書類綴」巻一）。 
78 「大陸命第五百七十五號」（昭和 16 年 12 月 3 日）（防衛省防衛研究所所蔵 中央-作戦指導
大陸命-36「大陸命綴（支那事変 大東亜戦争）」巻八）。 
79 「情勢ノ推移ニ伴フ對重慶屈伏工作ニ關スル件」（昭和 16 年 12 月 24 日）（外務省記録
A.7.0.0.9-61「大東亜戦争関係一件 本邦の対重慶工作関係」）。 

























                                                   







81 「對重慶作戰ニ就テ」（昭和 17年 3月 19日）（防衛省防衛研究所所蔵 中央-作戦指導上奏-4
「昭和 17年 上奏関係書類綴」巻一其二）。 
82 『機密戦争日誌』（昭和 17年 4月 1日）。 

































                                                   
83 「田中新一中将業務日誌」（昭和 17 年 4 月 12 日）（防衛省防衛研究所所蔵 中央-作戦指導
日記-26「田中新一中将業務日誌 七分冊の二」）；防衛庁防衛研修所戦史室編『戦史叢書 大
本営陸軍部 3』朝雲新聞社、1970年 6月、597頁。 
84 『機密戦争日誌』（昭和 17年 4月 15日）。 
85 『畑俊六日誌』（昭和 17年 4月 6日）。 






























                                                   
86 防衛庁防衛研修所戦史室編『戦史叢書 大本営陸軍部 4』朝雲新聞社、1972 年 10 月、184
頁。 
。 
87 「対米英蘭蔣戦争終末促進ニ関スル腹案」（昭和 16 年 11 月 15 日）（防衛省防衛研究所所蔵 
中央-戦争指導重要国策文書-1118「重要国策決定綴 巻一」）。 
88 「田中新一中将業務日誌」（昭和 17 年 5 月 18 日）（防衛省防衛研究所所蔵 中央-作戦指導
日記-28「田中新一中将業務日誌 七分冊の四」）；前掲、『戦史叢書 大本営陸軍部 4』、195
頁。 
89 「甲谷日誌」（昭和 17年 6月 1日）（防衛省防衛研究所所蔵 中央-戦争指導重要国策文書-824
「甲谷悦雄大佐日誌 其一」）；同上、199頁。 
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に、東條もまたそれを強く意識していた 126
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第 6章 対支新政策の理想と現実 
第 1節 日華基本条約から日華同盟条約へ 
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。10 月 13 日、谷正之大使は「日華同盟条約案」及
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第 2節 現実の事態との開き 
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統税 1214萬元、その他 1130萬元、塩税 200萬元、毎月合計 4559萬元の収入が得られると




に直面する周仏海財政部長は「火がついたように」焦慮していた 70。42年 5月 1日の中央
政治委員会第 92回会議によると、2月と 3月の毎月平均関税は 440余萬元、統税は 660余
萬元、その他の税収も少なく、合計は概算総額の半分も満たないという状況に陥った 71
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戦争勃発直後の 1942年 1月 15日、周は早速、日本側に対して金陵、杭州、蘇州税関の復
。 
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年 11 月に早速海州塩田委員会を設立し、海州塩田の修築に着手した 86
                                                   
81 同上、(1942年 1月 15日)。 
。そして、42 年 1
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かかわらず、何故、周は軍票の廃止を反対したか。その理由は日本による華北への経済的
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より、正金銀行上海支店に中央儲備銀行の資金を必要とする場合が生じたとき、中央儲備





備券の発行高は 42年末の 3,696百万元から、43年 3月末の 4,895百万元、4月末の 6,313
百万元、5月末の 7,571百万元、6月末の 9,122百万元へと、3月以降毎月 12億元乃至 15
億元の増発を行うこととなった
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月 1日に、中央儲備銀行と横浜正金銀行の間で修正された新たな預け合契約が締結された。 
しかし、中央儲備銀行の増発高は依然として増える一方で、44 年 10 月末の儲備券増発




を趣旨とする「支那戦時経済確立対策」を決定した 105。しかし、終戦後の 45年 8月末の










第 2項 対重慶工作の停滞 
 
政治面、経済面と同様に日本が南京政府を通じて行う対重慶工作も行き詰まりを見せて
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た 138。それにより、汪は万策尽きた思いに陥った上に、かつての襲撃事件の際に負った銃








を模索し始めた 142。この目的に従って、44年 12月 31日に、陳は大赦令を発表し、45年






 第 3節 南京政府解散問題 
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ヲモ撤シテ差支ヘナキ位ノモノナリ」と自ら満州国問題に言及して、江の提案に好意的で
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第 2節 総括 
 
平等互恵の立場に立って中国側の要望に耳を傾けると同時に我々の権益に関する主張と
最小限の要求を貫くという 1937年 3月に行われた衆議院会議での佐藤外相の言葉は 1945




















































                                                   
1  日中歴史共同研究委員会「序」『日中歴史共同研究報告書』 2010 年 10 月、
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/china/rekishi_kk.html.（2013年 12月 5日にアクセス） 














 第一條 日華防共協定ヲ締結ス 
其内容ハ日獨伊防共協定ニ準シテ相互協力ヲ律シ且日本軍ノ防共駐屯ヲ認メ内蒙地
方ヲ防共特殊地域トナス 
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          日本側 影 佐  禎 昭 
              今 井  武 夫 
          中國側 高  宗  武 




  又其駐兵期間ハ日華防共協定有效期間トス 
二、第四條ノ優先權トハ列國ト同一條件ノ場合ニ日本ニ優先權ヲ供與スルノ意トス 
三、日本ハ事變ノ為メ生シタル難民ノ救濟ニ協力ス 
  昭和十三年十一月二十日 
           日本側 
           中國側 
 















 昭和十三年十一月二十日  
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    二、軍事 






























































































    一、内政ニ付テ 
一、趣旨ニハ異存無キ所ナリ、日滿支三國ハ相互ニ本然ノ特質ヲ尊重シ渾然相提携シテ東























































































































     第二條 
兩國政府ハ文化ノ融合、創造及發展ニ付緊密ニ協力スベシ 












     第五條 






















     第八條 
兩國政府ハ本條約ノ目的ヲ達成スル為必要ナル具體的事項ニ關シ更ニ約定ヲ締結スルモノ
トス 





    大日本帝國特命全權大使 阿部 信行〔印〕  
    中華民國國民政府行政院院長 汪 兆銘〔印〕 
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   附属議定書 
本日日本國中華民國間基本關係ニ關スル條約ニ署名スルニ當リ兩國全權委員ハ左ノ通協定
セリ 

























    大日本帝國特命全權大使 阿部 信行〔印〕  
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    中華民國國民政府行政院院長 汪 兆銘〔印〕 
 


















    大日本帝國特命全權大使 阿部 信行〔印〕  
    中華民國國民政府行政院院長 汪 兆銘〔印〕 
 
  附属秘密協約 
本日日本國中華民國間基本關係ニ關スル條約ニ署名スルニ當リ兩國全權委員ハ右條約ト一
體ヲ成スベキモノトシテ左ノ諸條ヲ協定セリ 














     第三條 
兩國政府ハ兩國間ノ全般的平和克復ノ際又ハ其ノ以前ノ適當ノ時期ニ於テ協議ノ上本協約
ヲ公表スルモノトス 





    大日本帝國特命全權大使 阿部 信行〔印〕  
    中華民國國民政府行政院院長 汪 兆銘〔印〕 
 
  附属秘密協定 
本日日本國中華民國基本關係ニ關スル條約ニ署名スルニ當リ兩國全權委員ハ左ノ通協定セ
リ 
     第一條 
兩國政府ハ兩國共通ノ利益ヲ増進シ東亞ニ於ケル平和ヲ確保スル為相互提携ヲ基調トスル
外交ヲ行ヒ之ニ反スルガ如キ一切ノ措置ヲ第三國トノ關係ニ於テ執ラザルコトヲ約ス 









     第三條 
兩國政府ハ必要ノ場合協議ノ上本協定ノ條項ノ全部又ハ一部ニ付公表スルノ措置ヲ執ルモ
ノトス 





    大日本帝國特命全權大使 阿部 信行〔印〕  



































  （二）日本國、滿洲國、蒙疆及華北間ノ物資需給ノ便宜且合理化ニ關スル處理 
  （三）日本國、滿洲國、蒙疆及華北間ノ通貨及為替ニ付テノ協力ニ關スル處理 
  （四）鐵道、航空、通信、主要海運ニ付テノ協力ニ關スル處理 
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スルコト 












 一 海南島及附近ノ諸島嶼ヲ省域トスル一省ヲ設クルコト 










  中華民國二十九年十一月三十日 
         大中華民國政府行政院院長 
                汪 兆 銘 印 
 大日本帝國特命全權大使 
  阿部 信行閣下 
 








           大日本帝國特命全權大使 
                 阿部 信行 印 
 中華民國國民政府行政院院長 
  汪 兆 銘 閣下 
 








  中華民國二十九年十一月三十日 
         大中華民國國民政府行政院院長 
                  汪 兆 銘 印 
 大日本帝國特命全權大使 
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           大日本帝國特命全權大使 
                 阿部 信行 印 
 中華民國國民政府行政院院長 
  汪 兆 銘 閣下 
  

















     大日本帝國特命全權大使 阿部 信行〔印〕 
     満 州 帝 國 参 議  臧 式 毅〔印〕 
     中華民國國民政府行政院院長 汪 兆 銘〔印〕 
 
  



























     大日本帝國特命全 權大使 谷 正之〔印〕 















     大日本帝國特命全 權大使 谷 正之〔印〕 































大日本帝国特命全権公使 谷 正之〔印〕 
中華民国国民政府行政院院長 
汪 兆 銘 閣下 
 




























「支那地方政況関係雑纂 北支政況 第七巻」（外務省記録 A.6.1.3.1-3） 
『中華民国国民政府参戦関係』（A.7.0.0.9-41） 
『大東亜戦争関係一件 日華同盟条約関係』（A.7.0.0.9-41-2） 
『大東亜戦争関係一件 各国ノ態度 中華民国（国民政府）』（A.7.0.0.9-5-3） 
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